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第 1章 序論 
1.1 背景と目的
 過去、杭は軸方向力のみを負担するものとして設計しており、地震時の水平力に対する設計は
多くの場合で行われてこなかった。1978 年宮城県沖地震において、杭基礎では、杭頭部の破壊
や杭のひび割れ等の被害報告 1), 2) があった。1984年に、「地震力の対する建築物の基礎の設計指
針 付・設計例題(建築省住宅建築指導課監修) 3) 」が刊行され、杭基礎の耐震設計の実施が推奨
されることとなる。その後、1995 年兵庫県南部地震において、杭基礎が大きな被害の報告 4) が
あり、2001 年の国土交通省告示が出されたことで、基礎構造の耐震設計が法的に義務化される
ことなる 5)。耐震設計は、稀に発生する中程度の荷重・外力に対する設計(一次設計: 許容応力度
計算)と極めて稀に発生する最大級の荷重・外力に対する設計(二次設計: 保有水平耐力計算)に大
別されるが、基礎構造においては、「過去の国内の地震では、地下部分の破壊により建築物が崩
壊に至った例は報告されていない等の理由により 6) 」と、中小地震に対する検討のみが明文化
されている。
 上部構造の設計に関して、1981 年 6 月に建築基準法が改正され、いわゆる新耐震設計法にお
いて、上部構造の設計に保有水平耐力計算が導入されている。これ以降、上部構造においては、
強度と変形性能(弾塑性挙動)を考慮して耐震設計を行うようになっている。基礎構造においては、
超高層建物や免震建物といった高度な構造計算を行った建物(特殊な構造方法を用いた建物)で
あれば、設計クライテリアを上部構造と合わせるために、大地震時の地震力に対する設計が行わ
れることがある。しかしながら、現在、施工されている一般的な建築物においては、法的に義務
化されていないこともあり、大地震時の地震力に対する設計がほとんど行われていないのが実
情である。
 基礎構造の二次設計の導入に関して、日本建築学会より「建築基礎構造設計指針(2001)7) 」お
よび「鉄筋コンクリート基礎構造部材の耐震設計指針(案)・同解説 8) 」が刊行されたことや 2011
年東北地方太平洋沖地震など大地震での基礎の被害報告 9) などにより、性能評価の検討および
必要性が求められている。しかしながら、基礎構造に対して二次設計の法的な義務付けがないこ
ともあり、一般化された設計手法が確立されていない。また、設計する上での前提となる基礎構
造を構成する部材についても、変形性能に関する研究が少なく、実験データの蓄積も十分に行わ
れていない。JIS等で既製コンクリート杭の性能確認試験が規定化されており、杭の性能確認が
行われているが、その試験の目的は、強度確認であり、大地震時を想定した曲げ変形性能の確認
を想定したものではない。
 一方、杭基礎の中でも既製コンクリート杭に関して、2001 年の建築基準法の改定後、高支持
力工法の開発と普及 10) に伴い、杭 1本あたりの支持力が大きく取れることになった。ここで述
べた高支持力工法とは、プレポーリング根固め工法や中掘り拡大根固め工法といった既製コン
クリート杭の施工方法で、従来工法(先端支持力係数 α=250)の約 2倍の支持力を取ることのでき
る工法のことである。このような高支持力工法を用いた場合、杭 1本あたりの支持力が大きく取
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れることになり、必然的に地震時に負担する軸力および水平力が大きくなることとなる。
 既製コンクリー杭の耐震性能を向上させるために、杭に用いるコンクリートの高強度化を図
ったり、遠心力高強度プレストレスコンクリート杭 (Pretensioned Spun High Strength Concrete Pile、
以下、PHC 杭)に、鉄筋異形鋼棒およびせん断補強筋(横拘束筋)を配置することで遠心力プレス
トレスト鉄筋コンクリート杭 (Pretensioned and Reinforced Spun High Strength Concrete Pile、以下、
PRC 杭)としたりしている。また、外殻鋼管付きコンクリート杭 (Steel Composite Concrete Pile、
以下、SC杭)においては、コンクリートの高強度化の他に、鋼管に引張強度 490N/mm2を超える
高強度鋼管を用いることで、耐震性能を向上させている 11) 。しかし、既製コンクリート杭は遠
心力により成型されるため、断面形状が中空円筒断面である。中空円筒断面は、変形性能を期待
する上で、不利な断面形状であるが、断面形状の改善等は十分に行われていない。
 杭に必要な変形性能に関して、上部構造の要求性能や地盤性状等を考慮すると、杭に必要な変
形性能がどの程度なのかを一意的に決めることは難しい。しかしながら、杭が高い変形性能を有
するほど、また、杭の補強方法および改良方法することにより変形性能を高めることができるほ
ど、二次設計を行う場合において、杭の適用範囲を広げることができると考えられる。
 本研究では、地震時に曲げモーメントや変形の大きくなる杭頭周辺(上杭)において、既製コン
クリート杭の中でも多くの場合で用いられるSC杭を対象として、現状の変形性能の確認を行う。
また、中空円筒断面という断面形状として不利な点を持つことから、外殻鋼管による外側からの
拘束効果だけなく、杭体の肉厚の厚さ(中空円筒断面の大きさ)による杭内側から拘束効果を考慮
した解析モデルを検討する。さらに、杭中空部の補強方法および改良方法を検討し、それらの方
法が変形性能向上に与える効果の確認を行う。
1.2 既往研究
1.2.1 既往試験データによる既製コンクリート杭の性能確認に関する研究
 金子ら 12) は、既製コンクリート杭の杭体の載荷試験データを取集・分析することで、大地震
時の耐震性能評価のための強度特性および変形性能の評価を行っている。2011 年の東日本大震
災での建物の地盤・基礎の被害は、液状化・造成地のいった地盤災害の他に、杭基礎の破損によ
る建物の沈下や傾斜も広い範囲にわたって見られた 9) 。これらの調査結果によれば、被害のあ
った建物の規模や地盤条件はさまざまで、建設年代が比較的新しく耐震設計が行われた建物も
含まれていたが、杭種としてはすべて既製コンクリート杭であった。杭基礎の変形性能に関する
研究が少なく、実験等で確認されているデータも十分であったことから、本研究が行われている。
Table 1.1に収集データの概要を示す。取集された試験データは、198件である。試験方法は、
JIS A 537313) に定める中央 2点載荷方式による曲げ試験で行われている。
Fig. 1.1 に強度特性の分析結果を示す。強度特性の指標として、曲げ強度を取り上げている。
実験値と計算値(平面保持仮定に基づく構成部材の応力σとひずみεの関係を用いた断面解析に
より求められた値)とおおよそ対応していることが確認されている。
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Fig. 1.2, 1.3に変形性能の分析結果を示す。変形性能の指標として、靭性率(降伏時の変位／破
壊時の変位)を取り上げている。軸力比が 0～0.3の範囲であれば、PHC杭および PRC杭では 1.7
～1.1程度、SC杭では 4.2～2.5となっている。計算値により変形性能(塑性率)もおおむね評価が
可能であることが確認されている。
Table 1.1 収集した試験体の載荷実験データ数 12)
Fig. 1.1 終局曲げ耐力の実験値と計算値の比較 (強度特性の結果) 12)
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Fig. 1.2 塑性率(δu ／δy ) と軸力比の関係 (実験値: 変形性能の結果) 12)
Fig. 1.3 塑性率(δu ／δy ) と軸力比の関係 (計算値: 変形性能の結果) 12)
1.2.2 実大構造実験による既製コンクリート杭の性能確認に関する研究
 日本建築学会より 2017年に基礎構造の構造性能を示した指針案 8) が刊行され、大地震時に対
する杭基礎構造を対象とした構造性能に関する技術資料がまとめられつつある。近年の大地震
時に対する技術資料の整備のために、杭基礎構造に関する研究活動が精力的に行われている。
 以上の研究背景を踏まえ、向井ら 14)～28) により大地震時後の継続使用性を確保するためのコン
クリート系杭基礎構造システムの構造性能評価に関する技術資料の収集を目的とした実験的研
究が行われている。
 文献 15)～17) では、一定軸力(軸力比: 0～0.22) における既製コンクリート杭(PHC杭, PRC杭, 
SC杭) の杭体曲げ性能(降伏曲げ、終局曲げ耐力および変形性能) を評価することを目的に、杭
体曲げ試験が行われている。Table 1.2に試験体概要、Fig. 1.4に載荷方法試を示す。実施された
試験体は、いずれも外径 400mmである。杭種の内訳は、PHC杭が 15体、PRC杭が 15体および
SC杭が 2体である。試験体の内訳には、試験の再現性を確認するため、同一仕様の試験体も含
まれている。試験装置は、Fig. 1.4に示した 2点載荷単純梁方式とし、一方向繰返載荷と正負交
番繰返載荷の 2パターンの載荷方式で試験が行われている。
 文献 15)～17) に示されている結論は、以下のとおりである。
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外径 400mm の SC 杭(導入軸力 = 0 kN) 2 体を用いて曲げ試験を行った結果、一方向
繰返載荷と正負交番載荷の最大耐力および M－φD 関係がほぼ同じであった。
外径 400mm の PHC杭 15本を用いて曲げ試験を行った結果、軸力の大きい試験体ほ
ど終局時曲率が小さく、靭性に乏しい傾向があった。
外径 400mm の PRC杭 15本を用いて曲げ試験を行った結果、杭仕様(Ⅰ種またはⅢ種) 
によらず、軸力を導入した試験体は導入軸力 = 0 kNの試験体に比べ終局時曲率φDが
低下した。一方向繰返載荷と正負交番繰返載荷の載荷方法の違いによる終局耐力およ
び M－φD 関係は、ほぼ同じ傾向にあった。
Table 1.2 試験体概要 15)
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Fig. 1.4 載荷方法 15)
 文献 18), 19) では、既製コンクリート杭の終局曲げ性能を確認することを目的に、杭体曲げ試
験を行っている。データの不足している引張・高圧縮軸力下(軸力比: -0.40 ～ 0.52) での挙動に
焦点をあて、作用軸力の違いが杭体の耐力、変形性能、破壊性状に与える影響の確認を行ってい
る。また、平面保持を仮定した断面解析によって曲げモーメント M と曲率φの関係の評価を行
い、解析値と試験値の比較を行っている。実施された試験体は文献 15)～17) と同様にいずれも
外径が 400mm である。杭種の内訳は、試験体は SC 杭が 6 体、PRC 杭が 2 体、PHC 杭が 2 
体である。Fig. 1.5に示す加力装置にて、正負交番繰返載荷を行っている。
 文献 18), 19) に示されている結論は、以下のとおりである。
圧縮軸力を加えた SC 杭は鋼管の局部座屈により終局に至った。変形性能は軸力の増
大に伴って低下したが、全試験体とも終局時も軸力を保持した。
高圧縮軸力を加えた PRC、PHC 杭は変形性能が非常に乏しく、激しく圧壊した。引張
軸力を加えた PHC 杭は PC 鋼材の破断により終局に至ったが、PRC 杭は終局時も軸
力を保持した。
各試験体の最大耐力および SC 杭の降伏耐力は、平面保持を仮定した解析により概ね
安全側で評価できた。降伏変形は各試験体とも過大評価傾向にあった。
SC 杭の局部座屈による終局変形は低軸力範囲では鋼管短柱の圧縮試験に基づいてよ
く評価できた。
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Table 1.3 試験体諸元 (実測値) 18)
Fig. 1.5 加力装置図 (L = 6 mの場合) 18)
1.2.3  PRC杭および SC杭を対象とした復元特性に関する研究
 池嵜ら 29) は、既製コンクリート杭の中でも杭頭部に用いられることの多い SC杭、PRC杭を
対象として、杭頭接合部を含む既製コンクリート杭の部材実験を行っている。また、断面解析を
用いて既製コンクリート杭の復元力特性手法の提案と部材実験の結果をもとに、解析の評価精
度の検証を行っている。Table 1.4に試験体概要を示す。試験体はいずれも外径 400mm で、試験
体のパラメータは、杭仕様(SC杭、PRC杭)と中詰めコンクリートの有無としている。Fig. 1.6に
示す加力装置にて、正負交番繰返載荷を行っている。提案されている断面解析を用いて既製コン
クリート杭の復元力特性手法では、杭体コンクリートの応力－ひずみ関係に SC杭の外殻鋼管お
よび PRC 杭の補強バンドによる拘束効果と中詰めコンクリートの効果を考慮した解析モデルが
用いられている。
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 文献 29) に示されている結論は、以下のとおりである。
SC 杭および PRC 杭のいずれの場合も、中空部に中詰めコンクリートを充填すること
により、コンクリートの圧壊による脆性破壊を抑止でき、変形性能が向上する。
中詰めコンクリートがない場合、SC 杭については、せん断力負担能力を喪失しても軸
力保持性能を有しているが、PRC 杭についてはコンクリートの圧壊により軸力保持性
能を喪失する。
提案した断面解析にもとづく復元特性評価手法は、文献 29) および既往研究 30),31) の部
材実験結果の復元力特性を精度良く評価できた。
Table 1.4 試験体概要 29)
Fig. 1.6 加力装置 29)
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1.2.4 PHC 杭を対象とした変形性能を向上させる補強方法に関する研究
 黒正ら 32) は、既製コンクリート杭の中でも、PHC 杭を対象として耐力および変形性能の向上
に関する研究を行っている。PHC 杭の変形性能を向上させる補強方法として、杭体中空部にコ
ンクリートを中詰めする方法と杭体らせん筋に高強度の異形 PC 鋼棒を用いる方法を示し、有用
性を確認する実験を行っている。
Table.1.5 に試験体一覧、Fig. 1.7 に試験体形状および寸法を示す。試験のパラメータは、中詰
めコンクリート、らせん筋、軸力、としている。試験体の外径はすべて 300mm、厚さは 60mm と
し、基礎梁およびパイルキャップ付きの試験体である。Fig. 1.8 に加力装置図概略図を示す。加
力方法としては、試験体の基礎梁を反力フレーム内に固定し、片持ち梁形式で杭の先端に軸力と
水平力をさせている。
 試験結果より、らせん筋として、4.0φの普通鉄筋を 50mm 間隔程度に入れた場合、杭の中空
部に普通強度コンクリートを中詰めすることで、短期軸力相当(700 kN)の時に最大の効果を示す
ことが確認されている。軸力がそれよりも小さい時は、杭の破壊が軸方向筋の破断により生じた
ため、中詰めコンクリートの効果は少なく、軸力がそれを越える場合には、中詰めコンクリート
を施しても、4.0φの普通鉄筋を 50mm 間隔程度のらせん筋ではコンクリートの圧壊を防ぐこと
はできていない。また、極限支持力相当の軸力(1050 kN) を受けた場合であっても、中詰めコン
クリートを施した上で、らせん筋として異形 PC 鋼棒を用い、杭体および中詰めコンクリートに
大きな拘束を与えれば、大きな変形能力を示し、脆性的な破壊を防止されることが確認されてい
る。
Table 1.5 試験体一覧 32)
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Fig. 1.7 試験体形状および寸法 32)
Fig. 1.8 加力装置概略図 32)
1.2.5  PRC 杭を対象とした変形性能を向上させる補強方法
 長江ら 31) は、既製コンクリート杭の中でも、PRC 杭を対象として耐力および変形性能の向上
に関する研究を行っている。PRC 杭の変形性能を向上させる補強方法として、杭体中空部にコ
ンクリートを充填する方法と横補強筋量を従来の PHC 杭よりも増やす方法を示し、実験により
その効果の確認を行っている。
Table 1.6 に試験体一覧を示す。試験体の外径は、600mm と 300mm の 2 パターンである。い
ずれの試験体にも、通常の基礎の現場打ちコンクリート(Fc24)を想定した中詰めコンクリートが
杭体中空部に打設されている。Fig. 1.9 に加力装置を示す。
 試験結果より、杭中空部に中詰めコンクリートを充填することで、横補強筋の拘束力が有効に
働き、横補強筋体積比が増えるにしたがって変形性能が向上することが示されている。ただし、
横補強筋比が等しい場合、軸力が大きいほど変形能力は小さくなることが示されている。
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Table 1.6 試験体諸元値 31)
Fig. 1.9 加力装置 31)
1.2.6 変形性能を向上させた既製コンクリート杭に関する研究
 近年、既製コンクリート杭の耐震性能を向上させる試みとして、鋼管巻き PHC 杭(以下、SPHC
杭)が提案されている 33)～36) 。PHC 杭から耐震性能を向上させた杭としては、PRC 杭や SC 杭等
が開発され、広く普及している。しかしながら、PRC 杭は、PHC 杭と比べてせん断耐力の増加
があるがそれほど大きくなく、曲げ耐力や変形性能も大幅な改善は期待できない。また、SC 杭
は、外殻鋼管の効果によって、大きな曲げ耐力とせん断耐力を有し、一定の変形性能を示すもの
の、高軸力下においては、コンクリートの圧壊や鋼管の座屈により急激な軸力保持性能の低下が
懸念されている。
Fig. 1.10 に、SPHC 杭の概要図を示す。SPHC 杭とは、PHC 杭の一部を鋼管で補強し、PHC 杭
と鋼管の間をグラウト材で充填した杭である。SPHC 杭の性能として、鉛直軸力に対しては、PHC
杭部分が保持し、地震時等の水平力による曲げモーメントに対しては、鋼管部分が抵抗できるた
め、高い曲げ耐力と変形性能を発揮すると報告されている。
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Fig. 1.10 鋼管巻きをした PHC 杭(SPHC 杭)の概略図 33)
 文献 34) において、SPHC 杭の基本的性能を把握するために、鋼管および PHC 杭の種類、繰
返し荷重の影響、軸力等を変えた曲げ試験と軸曲げ試験が行われている。試験体は 6 体で、いず
れも外径 600mm である。Fig. 1.11 に示す加力装置を用いて、JIS A 537313) に基づいて正負交番
繰返載荷による曲げ試験が実施されている。
 試験の結果より、SPHC 杭は PHC 杭に比べて曲げ耐力および変形性能が大きく、地震時など
耐震性に優れた耐力性状を示すことが確認されている。試験後の SPHC 杭の観察において、鋼管
部の座屈変形はなく、PHC 杭部の損傷は軽微であったことが確認されている。
Fig. 1.11 加力装置および方法 34) 
Fig. 1.12 試験体断面 34)  
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 また、文献 35) において、SPHC 杭の軸力下(想定される長期および短期荷重)での挙動を確認
するための曲げせん断試験と、同一仕様に近い SC 杭の軸力下の試験を行い、その挙動の比較が
行われている。試験体は SPHC 杭が 2 体、SC 杭が 1 体で、いずれも外径 500 mm である。Fig. 
1.13 に示す加力装置を用いて、片持ち梁方式曲げせん断試験が実施されている。
 試験結果より、SPHC 杭は SC 杭と比べて曲げ耐力および変形性能が大きく、大変形時におい
ても軸力維持性能が発揮されていることが確認されている。
Fig. 1.13 加力装置概要 35)
Fig. 1.14 試験体断面 35)
1.2.7 変形性能を評価する解析方法に関する研究
 杭の変形性能を検討する上で、杭の非線形特性を考慮する必要がある。杭体の非線形特性を評
価する解析手法としては、日本建築学会刊行の「建築耐震設計における保有耐力と変形性能
(1990)」37) や「建築基礎構造設計指針(2001)」7) 、「鉄筋コンクリート基礎構造部材の耐震設計指
針(案)・同解説」8) の中でその手法が示されている。その解析手法とは、いわゆる断面解析と呼
ばれるもので、終局に至るまで杭断面の平面保持仮定が成り立つものとし、各応力状態(ひび割
れ時、降伏時、終局時等)における軸力と曲げモーメントのつり合いを求めるものである。Fig. 1.15
は、杭の応力状態を示したものである。弾性範囲内の応力のつり合い状態を超えると、部分的に
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杭が塑性化し、弾塑性範囲内のつり合い状態となる。各応力状態におけて、軸力と曲げモーメン
トのつり合いが求められた時のひずみ分布の勾配が曲率となる。
 つり合いを求める際は、杭を構成する材料の応力-ひずみ関係(材料特性) を用いる。PHC 杭で
あればコンクリートおよび PC 鋼材、SC 杭であればコンクリートと鋼管、の応力σとひずみε
の関係を用いることとなる。杭を構成する材料のσ－ε関係として、Fig. 1.16 に示すようなバイ
リニアモデルを用いることが多いである。こちらの解析手法を用いることにより、強度特性に関
しては、杭の実性能をおおむね推定することができ、解析値が安全側の評価となると報告されて
いる 12) 。しかしながら、変形特性に関する研究成果が少ないこともあり、杭の実性能と解析値
十分な検証が行われていないのが実情である。
Fig. 1.15 杭材の応力状態 37)
Fig. 1.16 材料の応力-ひずみ関係 37)
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 コンクリートのσ－ε関係に関して、杭体コンクリートに限らず、鉄筋コンクリート力学の基
礎として既に多くの研究者によって実験式が提案されおり、利用目的に応じて、様々な提示式か
ら適当な選択を行う必要がある 39) 。Fig. 1.17 に提案式のコンクリートのσ－ε関係のモデル化
を示す。いずれの提案式も、鉄筋コンクリート部材の変形を終局耐力近辺まで追跡する目的で利
用される式である。提案式の概要は、以下の通りである。
 ･ 完全弾塑性式(Fig. 1.17 (a)):  
 最も簡素の仮定であり、主としても弾塑性範囲で繰り返し荷重下での変形を大きく把握す
る目的で、計算の簡易化のために多用される。
 ･ 2 次曲線と直線の複合式(Fig. 1.17 (b), (c), (f)):  
 弾塑性範囲でのσ－ε関係をかなりよく近似できるので類型が多い。Fig. 1.17 (a) に示した
繰返し応力のルールと組み合わせて用いる場合もある。
 ･ 連続曲線式(Fig. 1.17 (d), (e)): 
 コンクリートの強度レベルに関わらず形状を一定とする形(Fig. 1.17 (d))と、挙動レベルに応
じて曲線を変化させる形(Fig. 1.17 (e))がある。前者は、一般的に e 関数法と呼ばれる。
 ･ 横補強筋の影響を考慮した式(Fig. 1.17 (f)): 横補強筋の鉄筋比や拘束範囲、配筋ピッチをパ
ラメータとすることで拘束効果を近似的に表現した形である。
Fig. 1.17 コンクリートの応力σ－ひずみε 関係のモデル化 39) 
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 田中ら 40), 41) の研究においては、文献 42)～45) の既製コンクリート杭(SC 杭、PRC 杭)の試験
体(10 体)を対象に断面解析を行い、曲げモーメント－曲率関係に関して、実験値と解析値との比
較検討を行っている。断面解析に用いられている杭体コンクリートのモデル(σ－ε関係)は、バ
イリニアモデルに加え、Fig. 1.18 に示す(a)三角形モデルと(b)六車･渡邊モデル 46) である。複数
のコンクリートモデルを用いて、解析値に与えるモデル化の影響を検証している。
 文献 40), 41) に示されている結論は、以下のとおりである。
杭種、使用するコンクリートモデルにかかわらず、最大耐力に関しては精度よく評価
することができた。
SC 杭のように高い靱性をもつ杭体の、断面解析による変形性能評価は使用するコンク
リートモデのひずみ軟化域のモデル化に依存する。
SC 杭の曲げモーメント－曲率関係は、六車・渡邊モデルよって比較的よく再現できた。
ただし全試験体を確に評価できてはおらず、検討が必要である。
PRC 杭の変形性能評価には、使用するコンクリートモデルの影響は小さい。
Fig. 1.18 杭体コンクリートの応力σ－ひずみε 関係のモデル化 40)
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1.3 本論文の構成
 本論文は、SC 杭の変形性能向上に関する実験的検討と断面解析手法の検討を行っている。
Table 1.17 に本論文の各章の関連性を示す。
 第 1 章では、本研究に至る背景や経緯と目的を示した。また、既往研究として、現状の既製コ
ンクリート杭の性能確認、既製コンクリート杭の変形性能を向上させる補強方法、変形性能を向
上させた既製コンクリート杭の提案、変形性能の評価方法を示した。
 第 2 章では、現状の SC 杭の強度特性および変形特性の調査と分析を行う。調査と分析には、
日本建築センターの基礎評定「遠心力高強度プレストレストコンクリートくい評定」の取得のた
め、杭メーカー(ジャパンパイル)にて行われている杭の曲げ試験データを用いる。
 第 3 章では、杭の肉厚(中空部の大きさ)の影響を考慮した解析モデルを検討する。また、第 2
章で示した試験データをもとに、検討した解析モデルの妥当性の検証を行う。
 第 4 章では、杭中空部に中詰めした効果の検討を行う。単純梁方式による曲げ試験および片持
ち梁方式による曲げせん断試験を実施することで、杭の中空部を中詰め材(ソイルセメント、コ
ンクリート)を用いて補強することによる杭の変形性能の向上効果の確認を行う。
 第 5 章では、杭の中空部を残した改良方法の検討を行う。施工面での自由度を確保するため、
第 4 章に示した中詰め材による補強とは異なる改良方法を検討する。また、第 4 章と同様の試験
を行うことで、杭中部を残した改良方法よる杭の変形性能の向上効果の確認を行う。
 第 6 章では、本研究で得られた成果を総括して、本論文の結論を示す。
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Fig. 1.17 各章の関連性
第１章 
序論 
第２章 
現状の杭の強度特性および変形特性
第３章 
杭中空部を考慮した解析モデルの検討 
第４章 
杭中空部に中詰めした効果の検討
第５章 
杭中空部を残した改良方法の検討
第６章 
結論 
19 
参考文献
1) 建築研究所災害調査団: 「1978年宮城県沖地震」の被害調査報告書, 建築研究報告書, No. 86, 
1979. 3 
2) 杉村義広, 他: 1978 年宮城県沖地震による既製コンクリート杭の被害調査報告, 建築研究資
料 No. 31, 1981. 7 
3) 建設省住宅局建築指導課監修: 地震力の対する建築物の基礎の設計指針 付・設計例題, 日本
建築センター, 1984. 9 
4) 阪神・淡路大震災調査報告編集委員会: 阪神・淡路大震災調査報告 建築編-4, 1998. 3 
5) 平成 13年度国土交通省告示第 1113号「地盤の許容応力度及び基礎ぐいの許容支持力を求め
るための方法等を定める件」
6) 国土交通省国土技術政策総合研究所, 他: 建築物の構造関係技術基準解説書, 2015. 6 
7) 日本建築学会: 建築基礎構造設計指針, 2001. 10 
8) 日本建築学会: 鉄筋コンクリート基礎構造部材の耐震設計指針（案）・同解説, 2017. 3 
9) 日本建築学会: 2011年東北地方太平洋沖地震災害調査速報, 2011. 8 
10) 桑原文夫, 他: 特集: 高支持力杭の現状と課題, 基礎工, Vol. 36, No. 12, pp. 2-32, 総合土木研
究所, 2008. 12 
11) 桑原文夫, 他: 特集: 既製コンクリート杭の構造･材料と性能, 基礎工, Vol. 35, No. 7, pp. 2-20, 
総合土木研究所, 2007. 7 
12) 金子治, 他: 大地震時に対する耐震性能評価のための既製コンクリート杭の曲げ強度と変形
特性, 日本建築学会技術報告集 第 21巻 第 47号, pp. 95-98, 2015. 2 
13) JIS A 5373: 2016, プレキャストプレストレストコンクリート製品
14) 向井智久, 他: 大地震後の継続使用性を確保するためのコンクリート系杭基礎構造システム
の構造性能評価に関する研究(その 1 研究背景およびプロジェクト概要), 日本建築学会大会
学術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 575-576, 2017. 8 
15) 浅井陽一, 他:大地震後の継続使用性を確保するためのコンクリート系杭基礎構造システム
の構造性能評価に関する研究(その 2 SC杭の曲げ変形性能実験概要および結果), 日本建築学
会大会学術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 577-578, 2017. 8 
16) 石川一真, 他:大地震後の継続使用性を確保するためのコンクリート系杭基礎構造システム
の構造性能評価に関する研究(その 3 PHC 杭の曲げ変形性能実験結果), 日本建築学会大会学
術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 579-580, 2017. 8 
17) 新名正英, 他:大地震後の継続使用性を確保するためのコンクリート系杭基礎構造システム
の構造性能評価に関する研究(その 4 PRC杭の曲げ変形性能実験結果), 日本建築学会大会学
術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 581-582, 2017. 8 
18) 福井響, 他:大地震後の継続使用性を確保するためのコンクリート系杭基礎構造システムの
構造性能評価に関する研究(その 5 引張または高圧縮軸力を受ける既製コンクリート杭の曲
げ性能確認実験概要), 日本建築学会大会学術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 583-584, 2017. 8 
20 
19) 田中広夢, 他:大地震後の継続使用性を確保するためのコンクリート系杭基礎構造システム
の構造性能評価に関する研究(その 6 引張または高圧縮軸力を受ける既製コンクリート杭の
曲げ性能確認実験結果), 日本建築学会大会学術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 585-586, 2017. 8 
20) THUSOO Shreya, other: STUDY ON STRUCTURAL PERFORMANCE EVALUATION FOR 
CONCRETE PILE SYSTEM WITH POST EARTHQUAKE FUNCTIONAL USE (PART 7: 
NUMERICAL ANALYSIS OF SC PILES), 日本建築学会大会学術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 589-
590, 2017. 8 
21) 千濱彬比古, 他:大地震後の継続使用性を確保するためのコンクリート系杭基礎構造システ
ムの構造性能評価に関する研究(その 8 PHC,PRC杭の終局せん断性能に関するせん断実験の
概要), 日本建築学会大会学術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 591-592, 2017. 8 
22) 大滝泰河, 他:大地震後の継続使用性を確保するためのコンクリート系杭基礎構造システム
の構造性能評価に関する研究(その 9 PHC,PRC杭の終局せん断性能に関するせん断実験の概
要), 日本建築学会大会学術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 593-594, 2017. 8 
23) 水上大樹, 他:大地震後の継続使用性を確保するためのコンクリート系杭基礎構造システム
の構造性能評価に関する研究(その 10 中詰めした SC杭頭の曲げせん断実験結果), 日本建築
学会大会学術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 595-596, 2017. 8 
24) 船田一彦, 他:大地震後の継続使用性を確保するためのコンクリート系杭基礎構造システム
の構造性能評価に関する研究(その 11 鋼材比の異なる PRC 杭頭の曲げせん断実験結果), 日
本建築学会大会学術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 597-598, 2017. 8 
25) 中村聡宏, 他:大地震後の継続使用性を確保するためのコンクリート系杭基礎構造システム
の構造性能評価に関する研究(その 12 曲げ補強筋にあと施工アンカーを用いた場所打ちコ
ンクリート杭頭の補修・耐震補強に関する曲げせん断実験概要および結果), 日本建築学会大
会学術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 599-600, 2017. 8 
26) 郡司大裕, 他:大地震後の継続使用性を確保するためのコンクリート系杭基礎構造システム
の構造性能評価に関する研究(その 13 変動軸力を受ける SC杭頭接合部のト形部分架構実験
に関する実験概要および結果), 日本建築学会大会学術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 601-602, 2017. 
8 
27) 岸田慎司, 他:大地震後の継続使用性を確保するためのコンクリート系杭基礎構造システム
の構造性能評価に関する研究(その 14 袖壁付柱と偏心柱を有する SC杭頭接合部のト形部分
架構に関する実験概要), 構造Ⅰ, pp. 603-604, 2017. 8 
28) 中村直樹, 他:大地震後の継続使用性を確保するためのコンクリート系杭基礎構造システム
の構造性能評価に関する研究(その 15 袖壁付柱と偏心柱を有する SC杭頭接合部のト形部分
架構に関する実験結果), 日本建築学会大会学術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 605-604, 2017. 8 
29) 池嵜大輔, 他: 既製コンクリート杭の復元特性に関する研究, 日本建築学会構造系報告集, 
第 83巻, 第 743号, pp. 89-99, 2018. 1 
30) 塚越俊裕, 他: 片持ち梁方式曲げせん断試験による SC杭のM-φ関係の評価(その 1), 日本建
21 
築学会大会学術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 735-736, 2016. 8 
31) 長江拓也, 他: PRC 杭の耐震性能と横補強筋の関係, 日本建築学会構造系論文集, 第 551 号, 
pp. 95-105, 2002. 1 
32) 黒正清治, 他: 高強度 PC 杭の中空部に中詰めした効果に関する研究-高強度 PC 杭の耐力
および変形性能向上に関する研究 2-, 日本建築学会構造系論文報告集, 第 390 号, pp. 134-
141, 1988. 8 
33) 加倉井正昭, 他: 鋼管巻き PHC 杭(SPHC 杭)に関する研究－その 1 概要, 日本建築学会大会
学術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 675-676, 2014. 9 
34) 林隆浩, 他: 鋼管巻き PHC 杭(SPHC 杭)に関する研究－その 2 曲げ試験および軸曲げ試験, 
日本建築学会大会学術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 677-678, 2014. 9 
35) 吉田新治, 他: 鋼管巻き PHC 杭(SPHC 杭)に関する研究－その 3 曲げせん断試, 日本建築学
会大会学術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 679-680, 2014. 9 
36) 毛井崇博, 他: 鋼管巻き PHC 杭(SPHC 杭)に関する研究－その 4 解析結果, 日本建築学会大
会学術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 681-682, 2014. 9 
37) 日本建築学会: 建築耐震設計における保有水平耐力と変形性能(1990), pp. 136-152, 1990. 10 
38) コンクリートパイル建設技術協会: 既製コンクリート杭－基礎構造設計マニュアル－建築
編, 2009. 5 
39) 日本建築学会: 鉄筋コンクリート終局強度設計に関する資料, p. 1-4, 1987. 9 
40) 田中広夢, 他: 既製コンクリート杭の曲げ変形性能に関する研究 (その 5 ファイバーモデル
の概要), 日本建築学会大会学術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 765-766, 2016. 8 
41) 田中広夢, 他: 既製コンクリート杭の曲げ変形性能に関する研究 (その 6 ファイバーモデル
解析の結果), 日本建築学会大会学術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 767-758, 2016. 8 
42) 長澤和彦, 他: 既製コンクリート杭の曲げ変形性能に関する研究 (その 1 SC 杭の曲げせん
断実験概要), 日本建築学会大会学術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 757-758, 2016. 8 
43) 石川一真, 他: 既製コンクリート杭の曲げ変形性能に関する研究 (その 2 SC 杭の曲げせん
断実験結果), 日本建築学会大会学術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 759-760, 2016. 8 
44) 竹森敬介, 他: 既製コンクリート杭の曲げ変形性能に関する研究 (その 3 CPRC 杭の曲げせ
ん断実験概要), 日本建築学会大会学術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 761-762, 2016. 8 
45) 長谷川秀, 他: 既製コンクリート杭の曲げ変形性能に関する研究 (その 4 CPRC 杭の曲げせ
ん断実験結果), 日本建築学会大会学術講演梗概集, 構造Ⅰ, pp. 763-764, 2016. 8 
46) 六車熙, 他: 横補強筋による高強度コンクリートの靭性改善に関する研究 (その 2 応力-歪
曲線のモデル化), 日本建築学会大会学術講演会梗概集, p. 1915-1916, 1983. 9 
22 
第 2章 現状の杭の強度特性および変形特性 
2.1 まえがき
 外殻鋼管付きコンクリート杭(以下、SC杭)の変形性能の検討を行う上で、現状の SC杭の強度
特性および変形特性を確認しておく必要がある。しかしながら、杭基礎構造に対しては、二次設
計を行う法的な義務がないことから十分な研究が行われていない。近年になり、既往の曲げ試験
データの収集と分析による既製コンクリート杭の強度特性および変形性能の評価 1) や片持ち梁
方式による大変形の曲げせん断試験 2～7) が行われているものの、二次設計に必要となる変形性
能を評価したデータの蓄積が十分でない。そこで、本章においては、日本建築センターの基礎評
定「外殻鋼管付きコンクリートくい評定」8) (以下、杭材評定)の取得のため、杭メーカーにて日
常的に行われている杭の曲げ試験の試験データをもとに、現状の SC杭の強度特性および変形特
性の確認を行った。
2. 2 杭材試験の調査と分析
2.2.1 目的
 日本建築センターの杭材評定の取得のため、杭メーカーにて日常的に行われている杭の曲げ
試験の試験データをもとに、現状の SC杭の強度特性および変形特性の確認を行うことを目的と
する。
2.2.2 調査対象
 調査対象は、SC杭の杭材評定の取得のため、ジャパンパイル社にて実施された曲げ試験の試
験データとする。試験データは、杭単体で実施された試験データのみとし、継手を含む試験デー
タは除いている。ここで、杭材評定とは、基礎ぐいの構造安全性に関する技術評価のことである。
杭材評定の審査は、一般財団法人日本建築センターに設置されている基礎評定委員会にて行わ
れている。杭材評定の審査対象は、杭の曲げ耐力やせん断耐力等の設計値や使用されるコンクリ
ートの許容応力度である。その審査方法は、杭の曲げ試験やせん断試験による設計値の検証のほ
か、コンクリートの圧縮強度試験や製造工程における品質管理状況の確認等がある。その審査結
果にもとづいて、杭の曲げ耐力やせん断耐力等の設計値やコンクリートの許容応力度、工場生産
品としての性能の妥当性の判断が行われている。基礎評定委員会より発行された杭材の評定書
および評定報告書は、製品の設計値や品質の妥当性を設計者や建築主事等が判断する際の技術
資料として取り扱われている。したがって、調査対象とした杭の曲げ試験の試験データは、現状
の SC杭の強度特性および変形特性の確認を行う上で、有益なデータであると考えられる。
2.2.3 調査および分析結果
(1) 杭の諸数値
Table 2.1に、調査対象とした杭(試験体)の諸元値を示す。調査対象とした試験体数は、32体で
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ある。表に示す公称値とは、設計の際に杭の耐力計算に用いる設計上の値である。また、材料試
験値(Table 2.1の( )内の値)とは、試験体の実寸法を計測した値および材料試験結果より得られた
値であり、ただし、外殻鋼管の材料試験値(鋼管厚、降伏応力度、ヤング係数)については、鋼材
検査証明書(ミルシート)に記載された値である。軸力比は、導入軸力を[杭体コンクリートの断面
積×杭体コンクリートの圧縮強度 + 鋼管の断面積×外殻鋼管の降伏強度]で除すことで求めた。
軸力比に用いた杭体コンクリートおよび鋼管の諸数値に関して、公称値を用いて求めたものが( )
外の値、材料試験値を用いて求めたもの( )内の値である。
Fig. 2.1 に、調査を行った試験体の内訳を示す。試験体の外径の最小値は 400 mm、最大値は
1200 mmである。試験体の外径の中で最も多い外径は 800 mmで、32体中 14体 (43.8 %)である。
Fig. 2.2に、調査を行った試験方式の内訳を示す。最も多い試験方式は、曲げ試験(導入軸力：
なし、加力方向：一方向加力)の 32体中 23体 (71.9 %)である。次に多い試験方式は、軸力曲げ
試験(導入軸力：あり、加力方向：一方向加力)の 32体中 6体 (18.8 %)、最も少ない試験方式は、
正負交番繰り返し軸力曲げ試験(導入軸力：あり、加力方向：正負交番加力)の 32体中 3体 (9.4 %)
である。試験方式の内訳からもわかるように、軸力導入をされて実施された試験体は少なく、正
負交番繰り返し実施された試験体数は、さらに少ないことがわかる。Fig. 2.2, 2.3に、試験方法の
概要を示す。試験は、JIS A 5373 9)に準じて単純梁方式による 2点載荷にて実施されている。
Table 2.2に、調査対象とした試験体の公称値と材料試験値の比較一覧を示す。コンクリートに
関して、肉厚・圧縮強度・ヤング係数のいずれの値においても、材料試験値が公称値を上回るこ
とが確認された。材料試験値／公称値の値は、肉厚: 1.00～1.25、圧縮強度: 1.05～1.30、ヤング係
数 1.03～1.27 となっている。また、鋼管に関しては、降伏応力度のみの比較となるが、コンク
リートの場合と同様に、材料試験値が公称値を上回ることが確認された。材料試験値／公称値の
値は、降伏応力度 1.02～1.57となっている。
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Table 2.1 試験体の諸元値および概要
Thickness Compressivestrength
Elastic
modulus Thickness
Yield
strength
Elastic
modulus
(mm) (mm) (N/mm2) (N/mm2) (mm) (N/mm2) (N/mm2) (kN)
1 400 65 (67) 105 (115) 40000 (48300) 6 325 (426) 205000 0 0 One-way
2 400 65 (67) 105 (115) 40000 (48300) 6 325 (426) 205000 0 0 One-way
3 400 65 (65) 105 (115) 40000 (48300) 6 325 (333) 205000 1776 0.20 (0.19) One-way
4 400 80 (82) 105 (115) 40000 (48300) 6 325 (333) 205000 1776 0.18 (0.16) One-way
5 400 65 (65) 105 (115) 40000 (48300) 6 325 (333) 205000 1776 0.20 (0.19) Alternate
6 600 110 (120) 105 (115) 40000 (48300) 6 325 (451) 205000 0 0 One-way
7 600 110 (116) 105 (115) 40000 (48300) 6 325 (451) 205000 0 0 One-way
8 700 100 (104) 105 (111) 40000 (49300) 6 325 (493) 205000 0 0 One-way
9 700 100 (105) 105 (123) 40000 (50700) 6 325 (493) 205000 0 0 One-way
10 700 100 (112) 105 (112) 40000 (43300) 6 400 (521) 205000 0 0 One-way
11 700 100 (108) 105 (110) 40000 (49300) 6 400 (506) 205000 0 0 One-way
12 700 100 (103) 105 (123) 40000 (50700) 6 400 (506) 205000 0 0 One-way
13 700 100 (111) 105 (112) 40000 (49300) 9 440 (534) 205000 0 0 One-way
14 800 130 (133) 105 (119) 40000 (41000) 6 325 (467) 205000 0 0 One-way
15 800 110 (118) 105 (114) 40000 (41400) 6 325 (505) 205000 0 0 One-way
16 800 110 (115) 105 (117) 40000 (46600) 6 325 (505) 205000 0 0 One-way
17 800 110 (116) 105 (112) 40000 (49300) 6 325 (509) 205000 0 0 One-way
18 800 130 (136) 105 (136) 40000 (43200) 6 400 (548) 205000 0 0 One-way
19 800 110 (118) 105 (114) 40000 (41400) 6 400 (506) 205000 0 0 One-way
20 800 110 (115) 105 (117) 40000 (46600) 6 400 (506) 205000 0 0 One-way
21 800 130 (140) 105 (112) 40000 (50700) 9 440 (530) 205000 0 0 One-way
22 800 110 (116) 105 (115) 40000 (43200) 6 400 (548) 205000 5886 0.20 (0.17) One-way
23 800 110 (120) 105 (120) 40000 (43700) 6 400 (535) 205000 5886 0.20 (0.16) One-way
24 800 110 (137) 105 (114) 40000 (46600) 6 440 (554) 205000 5886 0.20 (0.15) One-way
25 800 110 (119) 105 (125) 40000 (41400) 6 440 (566) 205000 5886 0.20 (0.15) One-way
26 800 110 (120) 105 (120) 40000 (43700) 6 400 (499) 205000 5886 0.20 (0.16) Alternate
27 800 110 (115) 105 (121) 40000 (46600) 6 440 (544) 205000 5886 0.20 (0.16) Alternate
28 1200 150 (165) 105 (117) 40000 (43700) 6 400 (557) 205000 0 0 One-way
29 1200 150 (165) 105 (118) 40000 (43700) 6 400 (557) 205000 0 0 One-way
30 1200 130 (134) 105 (116) 40000 (43700) 6 400 (557) 205000 0 0 One-way
31 1200 150 (161) 105 (117) 40000 (41400) 6 440 (571) 205000 0 0 One-way
32 1200 150 (155) 105 (116) 40000 (46600) 6 400 (577) 205000 0 0 One-way
Axial
force
ratio
Introduced
axial force Loadingmethod
Nominal value (Measured value)
No.
Pile
diameter
Concrete Steel pipe
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 Fig. 2.1 試験体の外径内訳   Fig. 2.2 試験方式の内訳
Fig. 2.2 曲げ試験 9)
Fig. 2.3 軸力曲げ試験・正負交番繰り返し曲げ試験 9)
φ400
15.6%
φ600
6.3%
φ700
18.8%φ800
43.8%
φ1200
15.6%
曲げ試験
71.9%
軸力曲げ試験
18.8%
正負交番繰り返し
軸力曲げ試験
9.4%
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Table 2.2 公称値と材料試験値との比較
Steel pipe
1 1.03 1.10 1.21 1.31
2 1.03 1.10 1.21 1.31
3 1.00 1.10 1.21 1.02
4 1.03 1.10 1.21 1.02
5 1.00 1.10 1.21 1.02
6 1.09 1.10 1.21 1.39
7 1.05 1.10 1.21 1.39
8 1.04 1.06 1.23 1.52
9 1.05 1.17 1.27 1.52
10 1.12 1.07 1.08 1.30
11 1.08 1.05 1.23 1.27
12 1.03 1.17 1.27 1.27
13 1.11 1.07 1.23 1.21
14 1.02 1.13 1.03 1.44
15 1.07 1.09 1.04 1.55
16 1.05 1.11 1.17 1.55
17 1.05 1.07 1.23 1.57
18 1.05 1.30 1.08 1.37
19 1.07 1.09 1.04 1.27
20 1.05 1.11 1.17 1.27
21 1.08 1.07 1.27 1.20
22 1.05 1.10 1.08 1.37
23 1.09 1.14 1.09 1.34
24 1.25 1.09 1.17 1.26
25 1.08 1.19 1.04 1.29
26 1.09 1.14 1.09 1.25
27 1.05 1.15 1.17 1.24
28 1.10 1.11 1.09 1.39
29 1.10 1.12 1.09 1.39
30 1.03 1.10 1.09 1.39
31 1.07 1.11 1.04 1.30
32 1.03 1.10 1.17 1.44
Min 1.00 1.05 1.03 1.02
Max 1.25 1.30 1.27 1.57
Thickness Compressivestrength
No.
Nominal value / Measured value
Concrete
Elastic
modulus
Yield
strength
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(2) 杭の強度特性(曲げモーメント) 
Fig. 2.4~2.35に、調査対象とした杭の曲げモーメント Mと曲率φの関係、Table 2.3, 2.4に、各
応力状態(降伏時、終局時)の曲げモーメントの数値一覧を示す。実験値の曲げモーメントに関し
て、軸力導入されている試験体では、P-δ効果による付加曲げモーメントを考慮した値である。
また、実験値のφは、試験体の中央部の上下面に貼付されているひずみゲージから軸方向ひずみ
を計測し、φを算定した値である。実験値の降伏曲げモーメントは、貼付されているひずみゲー
ジから鋼管の降伏の判定し、その際の曲げモーメントとした。鋼管は製造過程において、曲げ加
工により製管されるため、明確に鋼管の降伏の判定を行うことは難しいと考えられるが、ここで
降伏の判定に用いた値は、Table 2.1に示した鋼管の降伏応力度をヤング係数で除した値とした。
実験値の終局曲げモーメントに関して、本来であれば圧縮側コンクリートの圧縮破壊時の曲げ
モーメントを終局曲げモーメントとするべきであるが、試験データからは明確な判定が困難で
あるため、最終載荷荷重時(最大耐力確認時)の曲げモーメントを終局曲げモーメントとして取り
扱うこととした。
Fig. 2.4~2.35中の解析値は、Table 2.1に示した諸元値(公称値および材料試験値)を用いて、終
局時に至るまで断面のひずみが中立軸からの距離に比例する平面保持の仮定に基づく断面解析
10), 11) により求めた値である。断面解析にあたり、構成要素(杭体コンクリート, 外殻鋼管)の応力
σ－ひずみε関係には、圧縮強度(降伏応力度)を折れ点とする完全弾塑性のバイリニアモデルを
用いた。ここで、解析上の降伏時とは、断面内の引張り側最外縁の鋼管の応力度が降伏応力度に
達した時、または、断面内の圧縮側最外縁のコンクリートの応力度が圧縮強度に達した時、断面
内の圧縮側最外縁の鋼管の応力度が降伏応力度に達した時とした。また、解析上の終局時とは、
断面内の圧縮側最外縁コンクリートのひずみが終局ひずみεcuに達した時とした。杭体コンクリ
ートのεcuに関して、一般的にはεcu = 0.005とすることが多い 10) が、文献 3) の報告があること
から、εcu = 0.003, 0.005の 2ケースとした。ここで、公称値から求めた解析値を解析値 A、材料
試験値をから求めた解析値を解析値 Bと呼ぶことする。
Fig. 2.38に、降伏曲げモーメントの実験値および解析値を比較した結果、Fig. 2.39, 2.40に、終
局曲げモーメントの実験値および解析値を比較した結果を示す。Fig. 2.39, 2.40 に示した解析値
の終局曲げモーメントは、それぞれεcu = 0.003, 0.005として求めた値である。Fig. 2.38～40では、
横軸を試験値、縦軸を解析値とすることで、2つの値の対応関係を整理した。Table 2.5に、解析
値／試験値の比の平均値、標準偏差および変動係数を示す。
 降伏曲げモーメントについて、Fig. 2.38(a) の結果より、いずれの試験体においても、解析値 A
／試験値が 1.00以下となることが確認された。また、Fig. 2.38(b) においては、32体中 8体(25.0 %)
の試験体で解析値 B／試験値が 1.00 以上となるものの、その値は 1.01～1.15 と小さいことが確
認された。また、Table 2.5より、解析値 A／試験値では、平均値: 0.67、標準偏差: 0.10、変動係
数: 0.15であるのに対して、解析値 B／試験値の比では、平均値: 0.90、標準偏差: 0.11、変動係数: 
0.12となっている。解析値の精度に関して、材料試験値を用いることで解析値のばらつきが少な
くなることが確認された。
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 終局曲げモーメントについて、Fig. 2.39, 2.40 の結果より、降伏曲げモーメントの場合と同様
の傾向が確認された。また、わずかではあるが、εcu = 0.005 とした場合の方が実験値と近似す
る傾向を示した。Table 2.5より、解析値 A(εcu = 0.005)／実験値では、平均値: 0.69、標準偏差: 
0.06、変動係数: 0.09に対して、解析値 A(εcu = 0.005)／実験値では、平均値: 0.72、標準偏差: 0.09、
変動係数: 0.13である。解析値 B(εcu = 0.003)／実験値では、平均値: 0.89、標準偏差: 0.07、変動
係数: 0.08、解析値 B(εcu = 0.005)／実験値では、平均値: 0.92、標準偏差: 0.08、変動係数: 0.08と
なっている。解析値の精度に関しても、降伏曲げモーメントの場合と同様の傾向が確認された。
 以上の結果より、公称値から求めた解析値を設計値として用いることは、降伏曲げモーメント
および終局曲げモーメントのいずれの場合においても、安全側の評価になることが確認された。
また、公称値から求めた解析値よりも、材料試験値から求めた解析値の方が実験値に対して、ば
らつきが少なく、解析の精度が高くなることが確認された。したがって、先に示した平面保持仮
定に基づく断面解析に材料試験値を用いることで、試験体の強度特性を評価できると考えられ
る。
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 Fig. 2.4 M－φ 関係 (No.1)  Fig. 2.5  M－φ関係 (No.2) 
 Fig. 2.6  M－φ関係 (No.3)  Fig. 2.7  M－φ関係 (No.4)
 Fig. 2.8  M－φ 関係 (No.5)
Experimental value
Analysis value A
Analysis value B
Yield Ultimate εcu=0.003 εcu=0.005
30 
 Fig. 2.9 M－φ 関係 ((No.6)  Fig. 2.10 M－φ 関係 (No.7) 
31 
 Fig. 2.11 M－φ 関係 (No.8)  Fig. 2.12 M－φ 関係 (No.9) 
 Fig. 2.13 M－φ 関係(No.10)  Fig. 2.14 M－φ 関係(No.11) 
 Fig. 2.15 M－φ 関係 (No.12)  Fig. 2.16 M－φ 関係(No.13) 
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 Fig. 2.17 M－φ 関係 (No.14)  Fig. 2.18 M－φ 関係(No.15)
 Fig. 2.19 M－φ 関係 (No.16)  Fig. 2.20 M－φ 関係 (No.17)
 Fig. 2.21 M－φ 関係 (No.18)  Fig. 2.22 M－φ 関係 (No.19)
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 Fig. 2.23 M－φ 関係 (No.20)  Fig. 2.24 M－φ 関係 (No.21)
34 
 Fig. 2.25 M－φ 関係 (No.22)  Fig. 2.26 M－φ 関係 (No.23) 
 Fig. 2.27 M－φ 関係 (No.24)  Fig. 2.28 M－φ 関係 (No.25)
 Fig. 2.29 M－φ 関係 (No.26)  Fig. 2.30 M－φ 関係 (No.27) 
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 Fig. 2.31 M－φ 関係 (No.28)  Fig. 2.32 M－φ 関係 (No.29) 
 Fig. 2.33 M－φ 関係 (No.30)  Fig. 2.34 M－φ 関係 (No.31) 
 Fig. 2.35 M－φ 関係 (No.32) 
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Fig. 2.36 断面解析モデル
Fig2.37 応力σ－ひずみε関係
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Table 2.3 各試験体の実験値および解析値の結果一覧 (曲げモーメント) 
My M u M y M u1 M u2 M y M u1 M u2
(MN･m) (MN･m) (MN･m) (MN･m) (MN･m) (MN･m) (MN･m) (MN･m)
1 0.34 0.61 0.26 0.39 0.40 0.34 0.51 0.52
2 0.43 0.61 0.26 0.39 0.40 0.34 0.51 0.52
3 0.52 0.72 0.31 0.54 0.58 0.39 0.60 0.60
4 0.53 0.79 0.34 0.56 0.50 0.43 0.59 0.61
5 0.39 0.73 0.31 0.54 0.58 0.39 0.58 0.60
6 1.30 1.49 0.61 0.92 0.94 0.85 1.26 1.29
7 1.24 1.44 0.61 0.92 0.94 0.85 1.26 1.29
8 1.62 2.09 0.84 1.28 1.30 1.29 1.88 1.93
9 1.25 2.11 0.84 1.28 1.30 1.29 1.89 1.94
10 1.56 2.23 1.03 1.54 1.58 1.35 1.96 2.02
11 1.44 2.33 1.03 1.54 1.58 1.32 1.93 1.97
12 1.45 2.23 1.03 1.54 1.58 1.32 1.94 1.99
13 1.97 2.89 1.20 2.40 2.48 1.99 2.88 2.98
14 1.81 2.40 1.10 1.69 1.72 1.59 2.35 2.42
15 1.97 2.68 1.10 1.69 1.72 1.72 2.52 2.60
16 1.67 2.56 1.10 1.69 1.72 1.73 2.55 2.61
17 1.71 2.45 1.10 1.69 1.72 1.75 2.57 2.63
18 1.98 2.89 1.36 2.04 2.09 1.87 2.72 2.83
19 1.97 3.27 1.36 2.04 2.09 1.72 2.53 2.61
20 1.97 3.21 1.36 2.04 2.09 1.74 2.55 2.62
21 2.78 4.82 2.17 3.19 3.29 2.65 3.82 3.93
22 3.48 4.13 2.44 3.27 3.50 3.28 3.84 4.18
23 2.83 4.03 2.44 3.27 3.50 3.24 3.85 4.18
24 3.37 4.37 2.88 3.40 3.72 3.32 4.00 4.27
25 3.59 4.41 2.72 3.40 3.65 3.34 3.87 4.31
26 3.17 4.28 2.44 3.27 3.50 3.24 3.74 4.04
27 2.11 4.18 1.95 3.40 4.18 1.84 3.92 4.21
28 4.72 6.73 3.16 4.75 4.84 4.42 6.47 6.64
29 4.98 7.45 3.16 4.75 4.84 4.42 6.47 6.64
30 5.58 7.26 3.15 4.75 4.84 4.52 6.47 6.79
31 5.20 7.26 3.47 5.19 4.83 4.42 6.59 6.64
32 5.45 7.55 3.15 4.75 4.84 4.60 6.70 6.86
Experimental value Analysis value (Measured)Analysis value (Nominal)
No.
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Table 2.4 各試験体の実験値と解析値の比較 (曲げモーメント) 
M y M u 1 M u2 M y M u1 M u2
1 0.76 0.64 0.66 1.01 0.83 0.85
2 0.60 0.64 0.66 0.79 0.83 0.85
3 0.59 0.75 0.80 0.76 0.84 0.84
4 0.64 0.70 0.64 0.80 0.74 0.78
5 0.79 0.74 0.80 1.01 0.79 0.83
6 0.47 0.62 0.63 0.65 0.85 0.86
7 0.49 0.64 0.65 0.69 0.87 0.89
8 0.52 0.61 0.62 0.79 0.90 0.92
9 0.67 0.61 0.62 1.03 0.90 0.92
10 0.66 0.69 0.71 0.86 0.88 0.91
11 0.71 0.66 0.68 0.91 0.83 0.85
12 0.71 0.69 0.71 0.91 0.87 0.89
13 0.61 0.83 0.86 1.01 1.00 1.03
14 0.61 0.70 0.71 0.88 0.98 1.01
15 0.56 0.63 0.64 0.87 0.94 0.97
16 0.66 0.66 0.67 1.04 0.99 1.02
17 0.65 0.69 0.70 1.03 1.05 1.07
18 0.68 0.71 0.72 0.94 0.94 0.98
19 0.69 0.63 0.64 0.87 0.77 0.80
20 0.69 0.64 0.65 0.88 0.80 0.82
21 0.78 0.66 0.68 0.95 0.79 0.82
22 0.70 0.79 0.85 0.94 0.93 1.01
23 0.86 0.81 0.87 1.15 0.95 1.04
24 0.85 0.78 0.85 0.99 0.92 0.98
25 0.76 0.77 0.83 0.93 0.88 0.98
26 0.77 0.76 0.82 1.02 0.87 0.94
27 0.92 0.81 1.00 0.87 0.94 1.01
28 0.67 0.71 0.72 0.94 0.96 0.99
29 0.63 0.64 0.65 0.89 0.87 0.89
30 0.57 0.66 0.67 0.81 0.89 0.94
31 0.67 0.72 0.67 0.85 0.91 0.91
32 0.58 0.63 0.64 0.84 0.89 0.91
No. Nominal Measured
Analysis value / Experimental value
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(a) 解析値 A    (b) 解析値 B 
Fig2.38 降伏曲げモーメントの実験値および解析値の比較
(a) 解析値 A    (b) 解析値 B 
Fig2.39 終局曲げモーメントの実験値および解析値(εcu = 0.003)の比較
(a) 解析値 A    (b) 解析値 B 
Fig. 2.40 終局曲げモーメントの実験値および解析値(εcu = 0.005)の比較
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Table 2.5 実験値と解析値の比較 (曲げモーメント) 
Analysis
Experimental
φy 0.71 0.12 0.16
φu1 0.66 0.12 0.19
φu2 1.33 0.24 0.18
φy 0.93 0.10 0.11
φu1 0.64 0.11 0.17
φu2 1.26 0.21 0.16
Coefficient
of variation
Measured
(Analysis value B)
Analysis value Average Standarddeviation
Nominal
(Analysis value A)
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(3) 杭の変形特性(曲率) 
Table 2.6, 2.7 に、各応力状態(降伏時、終局時) の曲率の数値一覧を示す。各応力状態の曲率の
値は、Fig. 2.4～2.35に示した値を用いることとした。Fig. 2.41に、降伏曲げモーメント時の曲
率の実験値および解析値を比較した結果、Fig. 2.42, 2.43に、終局曲げモーメント時の曲率の実
験値および解析値を比較した結果に示す。
 降伏曲げモーメント時の曲率について、Fig. 2.41(a) より、32体中 31体 (96.9 %) の試験体
で解析値 A／実験値が 1.00 以下であることが確認された。Fig. 2.41(b) においては、解析値 B
／実験値が 1.00以下となる試験体の数が減り、32体中 26体 (81.3%)となるものの、全体とし
て、解析値 Bが実験値に近似する傾向を示している。また、Table 2.8より、解析値 A／実験値
では、平均値: 0.71、標準偏差: 0.12、変動係数: 0.16であるのに対して、解析値 B／実験値では、
平均値: 0.93、標準偏差: 0.10、変動係数: 0.11となっている。解析値の精度に関して、前述の(1)
杭の強度特性と同様に、ばらつきが解析値 Aと比べて解析値 Bの方が少なく、材料試験値を用
いることで解析値が実験値に近似する傾向を示すことが確認された。
 終局曲げモーメント時の曲率について、Fig. 2.42 より、いずれの試験体においても、解析値
Aおよび解析値 Bが実験値を下回ることが確認された。また、Fig. 2.43(a) より、32体中 28体
(87.5 %) の試験体で、解析値 A／実験値および解析値 B／実験値が 1.00以上の結果となり、解
析値 Aと解析値 Bの間で大きな差は確認されなかった。Table 2.8より、解析値 A(εcu = 0.003)
／実験値では、平均値: 0.66、標準偏差: 0.12、変動係数: 0.19であるのに対して、解析値 A(εcu
= 0.005)／実験値では、平均値: 1.33、標準偏差: 0.24、変動係数: 0.18である。解析値 B(εcu = 
0.003)／実験値では、平均値: 0.64、標準偏差: 0.11、変動係数: 0.17であるのに対して、解析値
B(εcu = 0.005)／実験値では、平均値: 1.26、標準偏差: 0.21、変動係数: 0.16となっている。解
析値の精度に関して、降伏時の曲率の場合と比べて、解析値 Aおよび解析値 Bのいずれの場合
においても、ばらつきが大きいことが確認された。実験値(終局曲げモーメント時の曲率)に対し
て、εcu = 0.003では過小評価、εcu = 0.005では過大評価となる傾向を示した。
 以上の結果より、弾性範囲(降伏曲げモーメント時の曲率) においては、解析値が実験値に近
似する傾向を示しており、解析値を用いることで杭の変形特性を評価することができると考え
られる。一方で、弾塑性範囲(終局曲げモーメント時の曲率) において、実験値と解析値の対応関
係には、ばらつきが大きい。杭の変形性能を評価する上で、εcu = 0.003とすることは過小評価、
εcu = 0.005とすることは過大評価となる恐れがあると考えられる。
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Table 2.6 各試験体の実験値および解析値の結果一覧 (曲率) 
φy φu φy φu1 φu2 φy φu1 φu2
(×10-3/m) (×10-3/m) (×10-3/m) (×10-3/m) (×10-3/m) (×10-3/m) (×10-3/m) (×10-3/m)
1 7.6 56.4 6.4 34.9 69.1 8.2 33.3 64.5
2 10.7 71.3 6.4 34.9 69.1 8.2 33.3 64.5
3 10.1 37.9 5.6 16.5 33.1 7.2 36.0 36.0
4 8.8 37.2 6.6 18.0 38.4 7.7 20.1 40.2
5 6.2 35.2 5.6 16.5 33.1 7.2 18.4 36.0
6 7.8 36.6 4.0 28.5 56.1 5.4 26.3 50.9
7 6.0 51.5 4.0 28.5 56.1 5.4 26.3 50.9
8 5.4 36.1 3.4 26.0 51.9 5.0 22.9 44.5
9 5.1 43.4 3.4 26.0 51.9 5.0 23.5 46.3
10 6.5 34.1 4.2 23.3 46.6 5.4 21.3 42.4
11 5.4 27.7 4.2 23.3 46.6 5.2 22.6 43.9
12 5.2 34.1 4.2 23.3 46.6 5.2 23.1 45.6
13 5.6 24.2 3.6 18.0 35.7 5.7 18.1 35.1
14 4.6 28.3 2.9 24.5 48.6 4.2 20.6 42.1
15 4.9 36.8 2.9 24.3 48.6 4.5 19.7 39.9
16 4.8 40.2 2.9 24.3 48.6 4.5 20.7 41.3
17 4.3 35.3 2.9 24.3 48.6 4.5 21.0 41.1
18 4.9 26.3 3.6 22.0 43.7 4.8 19.5 40.3
19 4.8 32.1 3.6 21.7 43.6 4.5 19.6 39.9
20 4.9 35.1 3.6 21.7 43.6 4.5 20.7 41.3
21 4.9 30.8 4.2 17.2 34.1 4.9 17.4 33.4
22 6.8 13.2 4.4 9.0 18.6 6.4 9.4 19.5
23 5.7 12.5 4.4 9.0 18.6 6.2 9.7 20.5
24 6.8 17.4 5.4 8.9 20.2 6.2 10.5 21.5
25 7.2 21.7 5.1 8.9 18.3 6.6 9.3 20.2
26 6.4 15.0 4.4 9.0 19.0 6.4 9.8 21.0
27 2.8 13.0 3.2 8.9 17.6 2.6 9.9 20.0
28 3.5 23.1 2.3 17.9 35.8 3.2 15.6 31.6
29 3.5 21.5 2.3 17.9 35.8 3.1 15.6 31.7
30 3.3 23.0 2.3 17.6 35.7 3.3 15.2 30.7
31 3.9 23.0 2.5 16.9 35.9 3.2 14.9 31.2
32 3.7 22.0 2.3 17.9 35.7 3.3 15.8 31.4
No.
Experimental value Analysis value : Nominal Analysis value : Measured
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Table 2.7 各試験体の実験値および解析値の比較 (曲率) 
φy φu1 φu2 φy φu1 φu2
1 0.85 0.62 1.23 1.09 0.59 1.14
2 0.60 0.49 0.97 0.77 0.47 0.90
3 0.55 0.44 0.87 0.71 0.95 0.95
4 0.75 0.48 1.03 0.87 0.54 1.08
5 0.91 0.47 0.94 1.16 0.52 1.02
6 0.51 0.78 1.53 0.69 0.72 1.39
7 0.67 0.55 1.09 0.90 0.51 0.99
8 0.63 0.72 1.44 0.93 0.63 1.23
9 0.67 0.60 1.20 0.99 0.54 1.07
10 0.65 0.68 1.37 0.83 0.62 1.24
11 0.78 0.84 1.68 0.96 0.81 1.58
12 0.81 0.68 1.37 0.99 0.68 1.34
13 0.64 0.74 1.48 1.02 0.75 1.45
14 0.65 0.87 1.72 0.91 0.73 1.49
15 0.60 0.66 1.32 0.92 0.54 1.09
16 0.62 0.60 1.21 0.94 0.51 1.03
17 0.69 0.69 1.38 1.05 0.60 1.17
18 0.73 0.84 1.66 0.99 0.74 1.53
19 0.75 0.68 1.36 0.94 0.61 1.24
20 0.73 0.62 1.24 0.91 0.59 1.18
21 0.86 0.56 1.11 1.00 0.56 1.08
22 0.65 0.68 1.41 0.94 0.71 1.48
23 0.78 0.72 1.48 1.10 0.78 1.64
24 0.80 0.51 1.16 0.91 0.60 1.24
25 0.72 0.41 0.84 0.92 0.43 0.93
26 0.69 0.60 1.26 1.00 0.65 1.40
27 1.13 0.69 1.36 0.94 0.76 1.54
28 0.66 0.77 1.55 0.90 0.68 1.37
29 0.66 0.83 1.67 0.91 0.73 1.48
30 0.70 0.77 1.55 0.98 0.66 1.33
31 0.65 0.73 1.56 0.82 0.65 1.36
32 0.63 0.81 1.62 0.87 0.72 1.43
Nominal Measured
Analysis value / Experimental value
No.
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(a) 解析値 A    (b) 解析値 B 
Fig. 2.41 降伏曲げモーメント時の曲率の実験値および解析値の比較
(a) 解析値 A    (b) 解析値 B 
Fig. 2.42 終局曲げモーメント時の曲率の実験値および解析値(εcu = 0.003) の比較
(a)解析値 A    (b)解析値 B 
Fig. 2.43 終局曲げモーメント時の曲率の実験値および解析値(εcu = 0.005) の比較
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Table 2.8 実験値と解析値の比較 (曲率) 
2.3 まとめ
 現状の SC 杭の強度特性(曲げモーメント) および変形特性(曲率) を確認するために、杭メー
カーにて日常的に行われている杭の曲げ試験の試験データの確認を行った。その結果から得ら
れた知見を以下に示す。
(1) 公称値から求めた解析値(降伏および終局曲げモーメント) は、いずれの試験体においても実
験値を上回る。設計を行う上で、公称値から求めた解析値を用いることは、杭の強度特性を
安全側に評価することになると考えられる。
(2) 材料試験値から求めた解析値(降伏および終局曲げモーメント) は、一部の試験体において、
実験値を下回るもののその差は小さい。全体としては、実験値と材料試験値から求めた解析
値が近似しており、平面保持仮定に基づく断面解析により、杭の強度特性を評価できると考
えられる。
(3) 降伏曲げモーメント時の曲率について、公称値から求めた解析値および材料試験値から求め
た解析値が実験値をおおむね上回っている。実験値と解析値の対応関係について、公称値か
ら求めた解析値よりも材料試験値から求めた解析値の方がばらつきも少なく、実験値と近似
する傾向を示す。
(4) 終局曲げモーメント時の曲率について、杭体コンクリートの終局ひずみ = 0.003とした場合、
いずれの試験体においても実験値が解析値を上回る。一方で、終局ひずみ = 0.005とした場
合、大半の試験体において、実験値が解析値を下回る。杭の変形性能を評価する上で、終局
ひずみ = 0.003とすることは過小評価、終局ひずみ = 0.005とすることは過大評価となる恐
れがあると考えられる
Analysis
Experimental
φy 0.71 0.12 0.16
φu1 0.66 0.12 0.19
φu2 1.33 0.24 0.18
φy 0.93 0.10 0.11
φu1 0.64 0.11 0.17
φu2 1.26 0.21 0.16
Coefficient
of variation
Measured
(Analysis value B)
Analysis value Average Standarddeviation
Nominal
(Analysis value A)
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第 3章 杭中空部を考慮した解析モデルの検討 
3.1 まえがき
2章において、日本建築センターの基礎評定「外殻鋼管付きコンクリートくい評定」1) (以下、
杭材評定)の取得のため、杭メーカー(ジャパンパイル株式会社) にて日常的に行われている杭の
曲げ試験データをもとに、現状の外殻鋼管付きコンクリート杭(以下、SC杭)の強度特性および変形特性
の確認を行った。また、文献 2), 3) に示されている平面保持仮定に基づく断面解析手法を用いて、実
験値と解析値の比較を行った。その結果、文献 2), 3) に示されている断面解析手法により、杭の強度
特性(降伏曲げモーメント、終局曲げモーメント)および降伏曲げモーメント時の曲率を精度良く評価でき
ることが確認された。一方で、終局曲げモーメント時の曲率に関しては、実験値と解析値の対応関係
にばらつきが大きいことが確認された。さらに、コンクリートの終局ひずみεcuについて、一般
的に用いられているεcu = 0.005 とした場合は、解析値が実験値を上回る傾向を示し、設計上で
解析値を用いることは、終局曲げモーメント時の曲率が過大評価となる恐れがあることが確認
された。
 杭の断面解析に用いる杭体コンクリートの応力σとひずみεの関係に関して、2章で用いた文
献 2, 3) に示す圧縮強度を折れ点とする完全弾塑性のバイリニアモデルの他に、田中ら 4, 5) や池
嵜ら 6) は、外殻鋼管の拘束効果や杭中空部の中詰めコンリートの有無による圧縮強度後の耐力
低下を考慮したモデルを提案している。しかしながら、杭体コンクリートのσ－ε関係に関して、
外殻鋼管による外側からの拘束効果だけでなく、杭体の肉厚を厚さによる杭内側から拘束効果
の影響も考慮したモデルでの断面解析の検討が行われていない。そこで、本章では、2章で示し
た杭材試験の試験データをもとに、外殻鋼管による外側からの拘束効果および杭体の肉厚を厚
さによる杭内側から拘束効果の影響も考慮した杭体コンクリートのσ－ε関係を用いた解析モ
デルの妥当性の確認を行う。
3.2 解析モデルの概要
 本章において、2 章で示した杭の曲げ試験データをもとに、曲げモーメント M と曲率φの関
係について、実験値と解析値との比較検証を行う。SC杭の M－φ関係を断面解析により求める
場合、構成する各材料(杭体コンクリート、外殻鋼管)のσ－ε関係を適切に評価する必要がある。
本研究では、杭体コンクリートのσ－ε関係には、(1)式に示す Sargin ら 7), 8) の提案式を採用す
ることとした。(1)式では、σ－ε関係の上昇域と下降域とを単一の式で連続的に表現すること
が可能である。また、外殻鋼管による拘束効果(拘束係数: k) を考慮するために、(2)式に示す宮
木ら 9), 10) の提案式を採用することとした。(2)式では、外殻鋼管の拘束効果に杭中空部の大きさ
(空洞率: HRa (Fig. 3.1)) を考慮して評価することができる。(1)および(2)式中で、プレーンコンク
リートに関連する値には杭体コンクリートの値、鋼管に関連する値には外殻鋼管の値を用いる
こととした。 
 以上の解析モデルを用いることにより、杭体コンクリートのσ－ε関係に関して、外殻鋼管に
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よる外側からの拘束効果だけでなく、杭体の肉厚を厚さによる杭内側から拘束効果の影響も考
慮した断面解析を行うことができる。また、文献 2), 11) においては、慣例的に杭体コンクリー
トの外殻鋼管の拘束効果を考慮して、終局ひずみεcu に 0.005 を用いることが示されているが、
(1)および(2)式を用いることで、εcu を一意的に定めることができる。 
22 2-11- DXXAXDAXY (1) 
’’ BccoBcccoc σεEcAσσYεεX ,,
5.03.21-75.00168.0-5.1 BcBc σKσD
BcBc σσK ’
tDtσkσσ pysBcBc 2-221.0’ (2) 
12/-17.5 HRak
2650,1-76.21 mmco εKεε
ここで、
 cσ, εc : コンクリートの軸応力 (N/mm2), 強度時ひずみ (µ) 
 cσB, εm : プレーンコンクリートの圧縮強度 (N/mm2), 強度時ひずみ (µ) 
 cσB’, εco: 拘束されたコンクリートの圧縮強度 (N/mm2), 強度時ひずみ (µ) 
 k : 拘束係数
HRa : 空洞率 (%) 
鋼管にコンクリートを充填して中実としたコンクリートと鋼管の断面積の
和に対する空洞部の断面積の割合 (Fig. 3.1 参照) 
sσy : 鋼管の降伏強度 (N/mm2) 
 Dp  : 鋼管外径 (mm) 
 t  : 鋼管厚 (mm) 
 Ec  : コンクリートのヤング係数 (N/mm2) 
Fig. 3.1 空洞率 HRa の概念図
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Fig. 3.2 に、HRa を考慮した杭体コンクリートのσ－ε 関係の一例を示す。(1), (2)式用いて、
SC 杭の諸条件を、外径: 800 mm、厚さ: 90～150 mm (HRa = 60.1～39.1 %)、鋼管厚: 9 mm、杭体
コンクリートの設計基準強度･ヤング係数: 105 N/mm2･40000 N/mm2、 外殻鋼管の設計基準強度･
ヤング係数: 325 N/mm2･205000 N/mm2として、杭体コンクリートのσ－ε 関係を求めた。HRa
の大きさによってσ－ε関係の形状が異なり、特に最大応力後のσは、HRa が大きいほどが急激
に、HRa が小さいほどなだらかに低下する傾向を示すことがわかる。
 外殻鋼管のσ－ε関係に関しては、文献 2), 3) と同様に降伏強度を折れ点とする完全弾塑性の
バイリニアモデルを用いることとした。
Fig. 3.3 に断面解析に用いた断面モデルを示す。試験体断面の範囲を、(ⅰ) 5 要素, (ⅱ) 20 要素, 
(ⅲ) 80 要素、にそれぞれ分割した。断面のひずみが中立軸からの距離に比例する平面保持の仮
定に基づく断面解析 2), 3) により、曲率ごとに軸力のつり合いが取れる中立軸位置を求めること
で、M－φ関係を算定した。解析上の降伏時とは、断面内の引張り側最外縁の鋼管の応力度が降
伏応力度に達した時、または、断面内の圧縮側最外縁のコンクリートの応力度が圧縮強度に達し
た時、断面内の圧縮側最外縁の鋼管の応力度が降伏応力度に達した時とした。解析に必要となる
諸元値(試験体寸法と材料諸元値)に関しては、Table 3.1 に示す値を用いた。解析上の終局時とは、
断面内の圧縮側最外縁コンクリートのひずみが終局ひずみεcuに達した時とした。εcuは、杭体
コンクリートのσ－ε 関係の最大応力以降において、σ= 0 となる時の値とした。
Fig. 3.2 空洞率 HRa を考慮した杭体コンクリートのσ－ε関係の一例
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Fig. 3.3 断面解析に用いた断面のモデル
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Table 3.1 各試験体の諸元値および空洞率 HRa
Thickness Compressivestrength
Elastic
modulus Thickness
Yield
strength
Elastic
modulus
(mm) (mm) (N/mm2) (N/mm2) (mm) (N/mm2) (N/mm2) (kN) (%)
1 400 67 115 48300 6 426 205000 0 44.2
2 400 67 115 48300 6 426 205000 0 44.2
3 400 65 115 48300 6 333 205000 1776 45.6
4 400 82 115 48300 6 333 205000 1776 34.8
5 400 65 115 48300 6 333 205000 1776 45.6
6 600 120 115 48300 6 451 205000 0 36.0
7 600 116 115 48300 6 451 205000 0 37.6
8 700 104 111 49300 6 493 205000 0 49.4
9 700 105 123 50700 6 493 205000 0 49.0
10 700 112 112 43300 6 521 205000 0 46.2
11 700 108 110 49300 6 506 205000 0 47.8
12 700 103 123 50700 6 506 205000 0 49.8
13 700 111 112 49300 9 534 205000 0 46.6
14 800 133 119 41000 6 467 205000 0 44.6
15 800 118 114 41400 6 505 205000 0 49.7
16 800 115 117 46600 6 505 205000 0 50.8
17 800 116 112 49300 6 509 205000 0 50.4
18 800 136 136 43200 6 548 205000 0 43.6
19 800 118 114 41400 6 506 205000 0 49.7
20 800 115 117 46600 6 506 205000 0 50.8
21 800 140 112 50700 9 530 205000 0 42.3
22 800 116 115 43200 6 548 205000 5886 50.4
23 800 120 120 43700 6 535 205000 5886 49.0
24 800 137 114 46600 6 554 205000 5886 43.2
25 800 119 125 41400 6 566 205000 5886 49.4
26 800 120 120 43700 6 499 205000 5886 49.0
27 800 115 121 46600 6 544 205000 5886 50.8
28 1200 165 117 43700 6 557 205000 0 52.6
29 1200 165 118 43700 6 557 205000 0 52.6
30 1200 134 116 43700 6 557 205000 0 60.3
31 1200 161 117 41400 6 571 205000 0 53.5
32 1200 155 116 46600 6 577 205000 0 55.0
No.
Pile
diameter
Introduced
axial force HRa
Concrete Steel pipe
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3.3 実験値と解析値との比較結果
Fig. 3.4～3.35 に、実験値と解析値とを比較した M－φ関係を示す。解析値 B とは、文献 2), 3) 
に示されている解析モデルから求めた値で、2 章にて示した解析値 B と同じ値である。解析値 C と
は、本章で検討する解析モデルから求めた値である。
 実験値の終局曲げモーメントに関して、本来であれば圧縮側コンクリートの圧縮破壊時の曲
げモーメントを終局曲げモーメントとするべきであるが、試験データからは明確な判定が困難
であるため、2 章と同様に、最終載荷荷重時(最大耐力確認時)の曲げモーメントを終局曲げモー
メントとして取り扱うこととした。
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 Fig. 3.4 M－φ 関係 (No.1)  Fig. 3.5 M－φ 関係 (No.2) 
 Fig. 3.6 M－φ 関係 (No.3)  Fig. 3.7 M－φ 関係 (No.4)
 Fig. 3.8 M－φ 関係 (No.5)
Experimental value
Yield Ultimate(Maximum)
Analysis value B
Analysis value C
Yield Ultimateεcu=0.003 εcu=0.005
Yield Maximum Ultimate
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 Fig. 3.9 M－φ 関係 (No.6)  Fig. 3.10 M－φ 関係 (No.7) 
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 Fig. 3.11 M－φ 関係 (No.8)  Fig. 3.12 M－φ 関係 (No.9) 
 Fig. 3.13 M－φ 関係 (No.10)  Fig. 3.14 M－φ 関係 (No.11) 
 Fig. 3.15 M－φ 関係 (No.12)  Fig. 3.16 M－φ 関係 (No.13) 
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 Fig. 3.17 M－φ 関係 (No.14)  Fig. 3.18 M－φ 関係 (No.15)
 Fig. 3.19 M－φ 関係 (No.16)  Fig. 3.20 M－φ 関係 (No.17)
 Fig. 3.21 M－φ 関係 (No.18)  Fig. 3.22 M－φ 関係 (No.19)
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 Fig. 3.23 M－φ 関係 (No.20)  Fig. 3.24 M－φ 関係 (No.21)
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 Fig. 3.25 M－φ 関係 (No.22)  Fig. 3.26 M－φ 関係 (No.23) 
 Fig. 3.27 M－φ 関係 (No.24)  Fig. 3.28 M－φ 関係 (No.25)
 Fig. 3.29 M－φ 関係 (No.26)  Fig. 3.30 M－φ 関係 (No.27) 
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 Fig. 3.31 M－φ 関係 (No.28)  Fig. 3.32 M－φ 関係 (No.29) 
 Fig. 3.33 M－φ 関係 (No.30)  Fig. 3.34 M－φ 関係 (No.31) 
 Fig. 3.35 M－φ 関係 (No.32) 
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(1) 杭の強度特性(曲げモーメント) 
Fig. 3.36, 3.37 に、実験値と解析値(解析値 B, 解析値 C)との比較結果、Table 3.2, 3.3 に、各応力
状態(降伏時、終局時)の曲げモーメントの数値一覧を示す。Fig. 3.36, 3.37 において、実験値を横
軸、解析値を縦軸に取ることで、比較結果を整理している。また、図中の実線は、原点を通る近
似直線である。ここで、Fig. 3.37(c) に示す解析値 C の比較に関して、実験値が最終載荷荷重時
(最大耐力確認時)の曲げモーメントであることから、同一条件での比較とするため、解析値 C に
おいては、最大曲げモーメントを用いることした。
 実験値と解析値 (解析値 B, 解析値 C)との比較を行った結果、Fig. 3.36 より降伏曲げモーメン
トに関して、解析値／実験値が 1.00 以下となる試験体は、解析値 B が 32 体中 8 体 (25.0 %)、解
析値 C が 32 体中 6 体 (18.8 %)である。また、Fig. 3.37 より終局曲げモーメントに関して、解析
値／実験値が 1.00 以下となる試験体は、解析値 B (εcu = 0.003)が 32 体中 0 体 (0.0 %)、解析値 B 
(εcu = 0.005)が 32 体中 7 体 (21.9 %)、解析値 C が 32 体中 2 体 (6.3 %)である。降伏曲げモーメ
ントおよび終局曲げモーメントに関わらず、大半の解析値は、実験値と同等かそれよりも小さい
値である。したがって、杭の強度特性に関して、設計を行う際にいずれの解析値を用いても、実
験値に対して、安全側の評価になると考えられる。
(a) 解析値 B    (b) 解析値 C 
Fig. 3.36 降伏曲げモーメントの実験値および解析値の比較
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(a) 解析値 B(εcu = 0.003) (b) 解析値 B(εcu = 0.005) 
(c) 解析値 C 
Fig. 3.37 終局曲げモーメント(最大曲げモーメント)の実験値および解析値の比較
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Table 3.2 各試験体の実験値および解析値の結果一覧 (曲げモーメント) 
M y M u M y M u1 M u2 M y M max
(MN･m) (MN･m) (MN･m) (MN･m) (MN･m) (MN･m) (MN･m)
1 0.34 0.61 0.34 0.51 0.52 0.34 0.52
2 0.43 0.61 0.34 0.51 0.52 0.34 0.52
3 0.52 0.72 0.39 0.60 0.60 0.46 0.59
4 0.53 0.79 0.43 0.59 0.61 0.46 0.61
5 0.39 0.73 0.39 0.58 0.60 0.46 0.59
6 1.30 1.49 0.85 1.26 1.29 0.84 1.28
7 1.24 1.44 0.85 1.26 1.29 0.84 1.28
8 1.62 2.09 1.29 1.88 1.93 1.27 1.90
9 1.25 2.11 1.29 1.89 1.94 1.27 1.90
10 1.56 2.23 1.35 1.96 2.02 1.34 2.01
11 1.44 2.33 1.32 1.93 1.97 1.30 1.95
12 1.45 2.23 1.32 1.94 1.99 1.30 1.95
13 1.97 2.89 1.99 2.88 2.98 1.99 2.96
14 1.81 2.40 1.59 2.35 2.42 1.59 2.40
15 1.97 2.68 1.72 2.52 2.60 1.72 2.56
16 1.67 2.56 1.73 2.55 2.61 1.72 2.56
17 1.71 2.45 1.75 2.57 2.63 1.73 2.58
18 1.98 2.89 1.87 2.72 2.83 1.87 2.78
19 1.97 3.27 1.72 2.53 2.61 1.72 2.57
20 1.97 3.21 1.74 2.55 2.62 1.72 2.56
21 2.78 4.82 2.65 3.82 3.93 2.62 3.91
22 3.48 4.13 3.28 3.84 4.18 3.30 4.00
23 2.83 4.03 3.24 3.85 4.18 3.26 3.96
24 3.37 4.37 3.32 4.00 4.27 3.33 4.17
25 3.59 4.41 3.34 3.87 4.31 3.37 4.09
26 3.17 4.28 3.24 3.74 4.04 3.13 3.82
27 2.11 4.18 1.84 3.92 4.21 1.85 3.89
28 4.72 6.73 4.42 6.47 6.64 4.40 6.48
29 4.98 7.45 4.42 6.47 6.64 4.40 6.48
30 5.58 7.26 4.52 6.47 6.79 4.39 6.37
31 5.20 7.26 4.42 6.59 6.64 4.51 6.59
32 5.45 7.55 4.60 6.70 6.86 4.56 6.72
No.
Experimental value Analysis value B Analysis value C
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Table 3.3 各試験体の実験値および解析値の比較 (曲げモーメント) 
M y M u1 M u 2 M y M u1
1 1.01 0.83 0.85 1.00 0.84
2 0.79 0.83 0.85 0.78 0.84
3 0.76 0.84 0.84 0.88 0.82
4 0.80 0.74 0.78 0.87 0.77
5 1.01 0.79 0.83 1.18 0.81
6 0.65 0.85 0.86 0.65 0.86
7 0.69 0.87 0.89 0.68 0.89
8 0.79 0.90 0.92 0.79 0.91
9 1.03 0.90 0.92 1.01 0.90
10 0.86 0.88 0.91 0.86 0.90
11 0.91 0.83 0.85 0.90 0.84
12 0.91 0.87 0.89 0.90 0.87
13 1.01 1.00 1.03 1.01 1.03
14 0.88 0.98 1.01 0.88 1.00
15 0.87 0.94 0.97 0.87 0.96
16 1.04 0.99 1.02 1.03 1.00
17 1.03 1.05 1.07 1.02 1.05
18 0.94 0.94 0.98 0.94 0.96
19 0.87 0.77 0.80 0.87 0.79
20 0.88 0.80 0.82 0.87 0.80
21 0.95 0.79 0.82 0.94 0.81
22 0.94 0.93 1.01 0.95 0.97
23 1.15 0.95 1.04 1.15 0.98
24 0.99 0.92 0.98 0.99 0.96
25 0.93 0.88 0.98 0.94 0.93
26 1.02 0.87 0.94 0.99 0.89
27 0.87 0.94 1.01 0.88 0.93
28 0.94 0.96 0.99 0.93 0.96
29 0.89 0.87 0.89 0.88 0.87
30 0.81 0.89 0.94 0.79 0.88
31 0.85 0.91 0.91 0.87 0.91
32 0.84 0.89 0.91 0.84 0.89
No. Analysis value B Analysis value C
Analysis value / Experimental value
: 1.00 or over
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(2) 杭の変形特性(曲率) 
Fig. 3.38, 3.39 に、実験値と解析値(解析値 B, 解析値 C)との比較結果に示す。Table 3.4, 3.5 に、
各応力状態(降伏時、終局時)の曲率の数値一覧を示す。実験値との比較に用いる解析値 C の終局
曲げモーメント時の曲率に関しては、前述(1)と同様に最大曲げモーメント時の曲率を用いる。
Fig. 3.38 より、降伏曲げモーメント時の曲率に関して、解析値は、実験値を下回る傾向を示して
おり、全体として 1 割程度小さく評価されていることが確認された。また、解析値／実験値が
1.00 以下となる試験体は、解析値 B が 32 体中 7 体 (21.9 %)、解析値 C が 32 体中 6 体 (18.8 %)
である。
 一方で、Fig. 3.39 より、終局曲げモーメント時の曲率に関して、他の比較結果(Fig. 3.36～3.38)
と比べるとばらつきが大きい。解析値／実験値が 1.00 以下となる試験体は、解析値 B (εcu= 0.003)
が 32 体中 0 体 (0.0 %)、解析値 B (εcu= 0.005)が 32 体中 28 体 (87.5 %)に対し、解析値 C では 32
体中 5 体 (15.6 %)である。一般的に用いられている解析値 B (εcu= 0.005)よりも、解析値 C の方
が、設計上安全側の評価となると考えられる。
(a) 解析値 B    (b) 解析値 C 
Fig. 3.38 実験値および解析値の降伏曲げモーメント時の曲率の比較
0
2.5
5
7.5
10
0 2.5 5 7.5 10
An
aly
sis
 va
lu
e 
: M
ea
su
red
, φ
y
(×
10
-3
/m
)
Experimental value, φy (×10-3/ｍ)
y = 0.90 x
0
2.5
5
7.5
10
0 2.5 5 7.5 10
An
aly
sis
 va
lu
e,
 φ
y
(×
10
-3
/m
)
Experimental value, φy (×10-3/ｍ)
y = 0.92 x
65 
(a) 解析値 B(εcu = 0.003) (b) 解析値 B(εcu = 0.005) 
(c) 解析値 C 
Fig. 3.39 実験値および解析値の終局曲げモーメント時(最大曲げモーメント時)の比較
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Table 3.4 各試験体の実験値および解析値の結果一覧 (曲率) 
φy φu φy φu1 φ u2 φ y φu1
(×10-3/m) (×10-3/m) (×10-3/m) (×10-3/m) (×10-3/m) (×10-3/m) (×10-3/m)
1 7.6 56.4 8.2 33.3 64.5 8.1 54.9
2 10.7 71.3 8.2 33.3 64.5 8.1 54.9
3 10.1 37.9 7.2 36.0 36.0 8.8 25.3
4 8.8 37.2 7.7 20.1 40.2 8.4 33.3
5 6.2 35.2 7.2 18.4 36.0 8.8 25.3
6 7.8 36.6 5.4 26.3 50.9 5.4 43.2
7 6.0 51.5 5.4 26.3 50.9 5.4 42.7
8 5.4 36.1 5.0 22.9 44.5 5.1 30.6
9 5.1 43.4 5.0 23.5 46.3 5.1 29.8
10 6.5 34.1 5.4 21.3 42.4 5.3 32.9
11 5.4 27.7 5.2 22.6 43.9 5.2 31.9
12 5.2 34.1 5.2 23.1 45.6 5.2 29.9
13 5.6 24.2 5.7 18.1 35.1 5.7 31.8
14 4.6 28.3 4.2 20.6 42.1 4.1 30.9
15 4.9 36.8 4.5 19.7 39.9 4.5 25.3
16 4.8 40.2 4.5 20.7 41.3 4.5 25.2
17 4.3 35.3 4.5 21.0 41.1 4.5 25.6
18 4.9 26.3 4.8 19.5 40.3 4.8 26.3
19 4.8 32.1 4.5 19.6 39.9 4.5 25.3
20 4.9 35.1 4.5 20.7 41.3 4.5 22.5
21 4.9 30.8 4.9 17.4 33.4 4.9 30.6
22 6.8 13.2 6.4 9.4 19.5 6.2 11.7
23 5.7 12.5 6.2 9.7 20.5 6.1 11.2
24 6.8 17.4 6.2 10.5 21.5 6.1 15.6
25 7.2 21.7 6.6 9.3 20.2 6.4 11.8
26 6.4 15.0 6.4 9.8 21.0 5.8 10.8
27 2.8 13.0 2.6 9.9 20.0 2.7 9.8
28 3.5 23.1 3.2 15.6 31.6 3.1 16.6
29 3.5 21.5 3.1 15.6 31.7 3.1 16.6
30 3.3 23.0 3.3 15.2 30.7 3.2 12.7
31 3.9 23.0 3.2 14.9 31.2 3.2 14.8
32 3.7 22.0 3.3 15.8 31.4 3.2 17.4
No.
Experimental value Analysis value : Nominal Analysis value C
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Table 3.5 各試験体の実験値および解析値の比較 (曲率) 
φy φu1 φu 2 φy φu1
1 1.09 0.59 1.14 1.08 0.97
2 0.77 0.47 0.90 0.76 0.77
3 0.71 0.95 0.95 0.87 0.67
4 0.87 0.54 1.08 0.95 0.90
5 1.16 0.52 1.02 1.43 0.72
6 0.69 0.72 1.39 0.69 1.18
7 0.90 0.51 0.99 0.90 0.83
8 0.93 0.63 1.23 0.93 0.85
9 0.99 0.54 1.07 0.99 0.69
10 0.83 0.62 1.24 0.82 0.97
11 0.96 0.81 1.58 0.97 1.15
12 0.99 0.68 1.34 1.00 0.88
13 1.02 0.75 1.45 1.02 1.31
14 0.91 0.73 1.49 0.90 1.09
15 0.92 0.54 1.09 0.91 0.69
16 0.94 0.51 1.03 0.94 0.63
17 1.05 0.60 1.17 1.06 0.73
18 0.99 0.74 1.53 0.97 1.00
19 0.94 0.61 1.24 0.93 0.79
20 0.91 0.59 1.18 0.91 0.64
21 1.00 0.56 1.08 1.00 0.99
22 0.94 0.71 1.48 0.92 0.89
23 1.10 0.78 1.64 1.07 0.89
24 0.91 0.60 1.24 0.90 0.90
25 0.92 0.43 0.93 0.89 0.54
26 1.00 0.65 1.40 0.90 0.72
27 0.94 0.76 1.54 0.97 0.76
28 0.90 0.68 1.37 0.90 0.72
29 0.91 0.73 1.48 0.90 0.77
30 0.98 0.66 1.33 0.96 0.55
31 0.82 0.65 1.36 0.83 0.64
32 0.87 0.72 1.43 0.87 0.79
No.
Analysis value / Experimental value
Analysis value B Analysis value C
: 1.00 or over
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(3) 解析手法の精度
Table 3.6, 3.7 に、杭の強度特性(曲げモーメント)および杭の変形特性(曲率)について、実験値と
解析値(解析値 B, 解析値 C)との比較結果に示す。解析値／実験値の値を取り、平均値、標準偏
差および変動係数を整理することで、それぞれの解析手法の精度の確認を行った。
 降伏曲げモーメントおよび終局曲げモーメントに関して、解析値 B と解析値 C との間で、平
均値、標準偏差および変動係数に大きな差はなく、解析手法の精度は、同程度であることが確認
された。また、降伏曲げモーメント時の曲率に関しても、降伏曲げモーメントおよび終局曲げモ
ーメントの場合と同様の傾向が確認された。
 一方、終局曲げモーメント時の曲率に関して、他の場合(降伏曲げモーメント, 終局曲げモーメ
ント, 降伏曲げモーメント時の曲率)と比べて、いずれの解析値においても比較結果にばらつき
が大きい。解析値 B と解析値 C との間で、標準偏差および変動係数には大きな差がないものの、
平均値では、解析値 B (εcu = 0.003)／実験値 = 0.64、解析値 B (εcu = 0.005)／実験値 = 1.26、解
析値 C／実験値 = 0.83、と差が生じている。解析値 B (εcu = 0.003)は、最も設計上安全側の評価
となっているが、実験値に対して過小評価となる。また、解析値 B (εcu = 0.005)では 1.00 以上と
なり、実験値に対して過大評価となる。解析値 C では、解析精度を確保しつつ、設計上安全側の
評価になると考えられる。
Table 3.6 実験値と解析値との比較 (曲げモーメント) 
Table 3.7 実験値と解析値との比較 (曲率) 
Analysis
Experimental
M y 0.90 0.11 0.12
Mu 1 0.89 0.07 0.08
Mu 2 0.92 0.08 0.08
My 0.91 0.11 0.12
Mmax 0.90 0.07 0.08
Analysis value C
Coefficient
of variation
Analysis value B
Analysis value Average Standarddeviation
Analysis
Experimental
φy 0.93 0.10 0.11
φu 1 0.64 0.11 0.17
φu 2 1.26 0.21 0.16
φy 0.94 0.12 0.13
φmax 0.83 0.18 0.22
Analysis value B
Analysis value C
Analysis value Average Standarddeviation
Coefficient
of variation
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3.4 まとめ
2 章で示した試験結果をもとに、杭体コンクリートの応力－ひずみ関係に関して、外殻鋼管に
よる外側からの拘束効果だけでなく、杭体の肉厚による杭内側から拘束効果の影響も考慮した
モデルで断面解析を行い、その妥当性の確認を行った。その結果から得られた知見を以下に示す。
(1) 本章で検討を行った解析モデルにより、外殻鋼管による外側からの拘束効果だけでなく、杭
体の肉厚による杭内側から拘束効果の影響した杭体コンクリートの応力とひずみの関係を
求めることができ、杭体コンクリートの終局ひずみを一意的に定めることができる。
(2) 降伏曲げモーメントおよび終局曲げモーメントに関して、本章で検討を行った解析モデルか
ら求めた解析値は、実験値と同等かそれよりも小さい値となる。
(3) 降伏曲げモーメント時の曲率に関して、本章で検討を行った解析モデルから求めた解析値は、
大半の実験値よりも小さい値となる。
(4) 終局曲げモーメント時の曲率に関して、実験値に対して、いずれの解析値においてもばらつ
きが大きい。しかしながら、一般的に用いられている解析モデルから求めた解析値と比べて、
本章で検討を行った解析モデルから解析値は、設計上安全側の解析値が得ることができる。
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第 4章 杭中空部を中詰めした効果の検討 
4.1 まえがき
 杭基礎構造において、大地震時を想定した二次設計を求められることが多くなってきている。
杭基礎構造に対しては、二次設計を行う法的な義務がないことから十分な研究が行われていな
い。既製コンクリート杭に関しては、JIS の認証および日本建築センター等の杭材評定 1)の取得
のために、曲げ試験等が日常的に行われているものの、試験のおもな目的が強度確認であるため、
二次設計に必要となる変形性能を評価したデータの蓄積が十分でない。
近年になり、既往の曲げ試験データの収集と分析による既製コンクリート杭の強度特性およ
び変形性能の評価 2)や片持ち梁方式による大変形の曲げせん断試験が行われている 3～8)。また、
PHC 杭の中空部にコンクリートを中詰めすることで曲げ変形性能が向上するという報告 9), 10)が
あり、SC 杭および PRC 杭においては、杭の中空部に中詰めを行った試験体も一部含まれている
4～8)。既製コンクリート杭の中でも SC 杭は、コンクリートが鋼管の局部座屈を抑え、鋼管がコ
ンクリートを拘束することから、曲げ強度が高く、曲げ変形性能にも優れていると考えられてい
る。杭基礎構造として SC 杭は、曲げ強度が必要とされる杭頭付近(上杭)に用いられることが多
いが、実際に大変形まで載荷し、曲げ変形性能について検討した事例は少ない。
 本章では、本研究では SC 杭を対象とし、各パラメータが曲げ変形性能に与える影響を確認す
ることを目的として、以下に示す 2 種類の載荷方式で試験を実施する。各パラメータの中でも、
杭中空部の中詰め材による補強による変形性能の向上効果の確認を主たる目的として、試験を
実施する。
a) 単純梁方式による杭の曲げ試験
 単純梁方式による杭の曲げ試験は、JIS A 5373 11)に準じて、単純梁方式による 2 点支持載
荷で行う試験である。この本方式は、地盤中の杭の応力状態と異なるという問題が指摘され
ている 12)。しかしながら、本方式には、2 つの載荷点間で純曲げ状態(せん断力がゼロで、
曲げモーメントのみが働く状態)を作ることができ、曲げモーメントと曲げ変形性能(曲率)
との純粋な関係を評価することができる利点がある。
b) 片持ち梁方式による杭の曲げせん断試験
 単純梁方式と比べて片持ち梁方式は、曲げモーメント一定の区間を設けることができな
いことから曲率を計測しにくいものの、大変形時まで載荷が行えることや引張軸力の導入･
軸方向変位の計測が比較的容易に行えるなどの利点がある。
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4.2 単純梁方式による杭の曲げ試験
4.2.1 試験目的
SC 杭を対象とし、①載荷パターン、②鋼管厚、③軸力、④中詰め材、の各パラメータが曲げ
変形性能に与える影響を確認することを目的として、単純梁方式による曲げ試験を行う。
4.2.2 試験体概要
Table 4.1 に試験体一覧、Table 4.2 に材料諸元値を示す。ここで、試験体名称の記号は、1 文字
目が載荷方式 (S: Simple beam)、2 文字目が軸力 (0：Nothing, L: Low, H: High, T: Tension)、3 文字
目が中詰め材 (0: Nothing, S: Soil cement, C: Concrete)、4 文字目が載荷パターンおよび鋼管板厚さ
(1: 一方向繰り返し載荷, t:鋼管厚 12mm, 無表記：正負繰り返し載荷･鋼管厚 9mm )を表している。
 軸力比は、3 章と同様に、導入軸力を[杭体コンクリートの断面積×杭体コンクリートの圧縮
強度 + 鋼管の断面積×外殻鋼管の降伏強度]で除すことで求めた。軸力比に用いた杭体コンクリ
ートおよび鋼管の諸数値に関しては、Table 4.2 に示した各材料諸元値を用いた。また、軸力比の
( )内の値は、中詰め材の軸力負担も考慮し、導入軸力を[杭体コンクリートの断面積×杭体コン
クリートの圧縮強度 + 鋼管の断面積×鋼管の降伏強度 + 中詰め材(中空部)の断面積×中詰め
材の圧縮強度]で除すことで求めた値である。鋼管については、降伏応力度は鋼材検査証明書(ミ
ルシート)の値、ヤング係数は公称値を表記している。試験体は、外径 600 mm、厚さ 93～95 mm
とした。試験体のパラメータは、①載荷パターン、②鋼管厚、③軸力、④中詰め材、の 4 つとし、
各パラメータが曲げ変形性能に与える影響を確認することとした。
載荷パターンは、正方向のみの一方向繰り返し載荷するケースと正負繰り返し載荷するケー
スの 2 ケースとした。
鋼管厚は、SC 杭の中でも使用頻度が高い 9 mm，12 mm の 2 ケースとした。
軸力は、0 kN，2800 kN，4200 kN の 3 ケースとした。経済的な設計を行う場合、SC 杭を上杭
とし、断面形状を変化させた杭(節付き PHC 杭など)を下杭として継いで使用することが多い。
ここでは外径 600 mm の SC 杭と継ぐ節付き PHC 杭(節部径 600 mm 軸部径 450 mm)の軸部径を
基準とし、短期許容時および終局時の軸力としてそれぞれ 2800 kN，4200 kN を設定した。
中詰め材による補強は、補強なし，ソイルセメント，コンクリートの 3 ケースとした。ここで、
ソイルセメントとは、土砂とセメント、水を混合することにより作られる地盤改良土の一種であ
る。既製コンクリート杭の施工法の一種であるプレボーリング工法では、掘削土(土砂)とセメン
ト、水を混合撹拌し、ソイルセメントを作った中に杭を建て込む。杭の施工によって、必然的に
杭の中空部にはソイルセメントが充填されることから、中詰め材の一つとして、ソイルセメント
を設定することとした。今回、使用したソイルセメントは、中詰め材に用いたコンクリートと比
べて、圧縮強度が 1／5 程度、ヤング係数が 1／12 程度である。ソイルセメントは既製コンクリ
ート杭の埋込み工法でよく使用される杭周固定液の圧縮強度、コンクリートは施工現場で使用
される一般的な圧縮強度である。
 試験体 SLS (中詰め材：ソイルセメント)と試験体 SLC (中詰め材：コンクリート)の製作にあた
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り、杭の中空部への中詰め材の充填は、杭を立てた状態での縦打ちにより行った。中詰め材によ
る補強範囲は、杭の全長とした。中詰め材の充填は、杭内面の清掃や目荒らし等の処理を行わず、
製造したままの状態で行った。
Table 4.1 試験体一覧
Table 4.2 材料諸元値
4.2.3 試験装置および計測概要
Fig. 4.1 に、試験装置および計測概要を示す。JIS A 5373 11)に準じて、単純梁方式による 2 点支
持載荷で曲げ試験を行った。
試験体への軸力導入に関して、既製コンクリート杭の曲げ試験では、杭の中空部にあらかじめ
挿入しておいた緊張材を用いて軸力導入を行う方法が一般的である。この方法の場合、試験体の
たわみが大きくなると杭内面と緊張材が干渉し、大変形まで試験を行うことができない恐れが
ある。そこで、本研究の単純梁方式による曲げ試験では、センターホールジャッキを用いて試験
体の外側に配置した PC 鋼棒を緊張し、載荷桁を介して軸力導入を行う方法を採用した。
 計測項目は、載荷荷重、軸力、2 つの載荷点間のたわみ量および軸方向ひずみである。載荷荷
重をロードセル、軸力を油圧計により計測した。たわみ量は、載荷点間 (= 1000 mm) を 500 mm
間隔の 3 点で変位計により計測した。軸方向ひずみは、載荷点直下を避け、200 mm 間隔で上下
面の各 5 点でひずみゲージにより計測した。計測した軸方向ひずみの上下面それぞれの平均値
(mm) (mm) (mm) (kN)
S001 94 9 0 0    One-way
S00 94 9 0 0 Alternate 
SL0 94 9 2800 0.13 Alternate 
SL0t 95 12 2800 0.12 Alternate 
SH0 93 9 4200 0.20 Alternate 
SLS 93 9 2800 0.13 (0.13) Alternate 
SLC 93 9 2800 0.13 (0.12) Alternate 
Diameter
Specimen Loadingmethod
600
Axial force
ratio
Axial forceSteel pilethicknessThickness
(N/mm2) (N/mm2) (day) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) (day)
S001 108 46800 7 390 205000 - - - -
S00 106 44100 8 390 205000 - - - -
SL0 112 48300 46 390 205000 - - - -
SL0t 112 45900 45 427 205000 - - - -
SH0 113 48200 63 390 205000 - - - -
SLS 109 47900 60 390 205000 Soil cement 4.2 1700 44
SLC 109 48900 55 390 205000 Concrete 22.6 20800 39
Specimen Elasticmodulus
Compressive
strength
Material
age
Concrete Steel pile
Compressive
strength
Elastic
modulus
Yield
strength
Elastic
modulus
Infilled material
Type
Material
age
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の差を試験体外径で除すことで曲率を算定した。なお、試験体のたわみが大きくなる場合、軸力
導入による付加曲げモーメントを無視することができないため、曲げモーメントの算定には、P-
δ 効果による付加曲げモーメントを考慮した。
Fig. 4.1 試験装置および計測概要
4.2.4 試験方法および載荷サイクル
Fig. 4.2 に載荷サイクルの概念図を示す。本試験では、曲げ変形性能を把握することが目的で
あるため、おもに変位制御による正負繰り返し載荷とした。ただし、試験体 S001 は、正方向の
みの一方向繰り返し載荷とし、載荷パターンの違いによって、曲げ変形性能の差が生じるかを確
認することとした。図中の Py は設計降伏荷重、δy は設計降伏荷重時の試験体中央部のたわみ量
である。Pyは、文献 13)を参考として、平面保持仮定に基づく断面解析により求めた。杭体コン
クリートおよび鋼管の応力σとひずみεの関係は、それぞれ圧縮強度および降伏応力度を折れ
点とする完全弾塑性のバイリニアモデルとし、諸数値には、公称値(コンクリートの設計基準強
度：105 N/mm2，コンクリートのヤング係数：40000 N/mm2，鋼管の設計基準強度：325 N/mm2，
鋼管のヤング係数：205000 N/mm2) を用いて求めた。また、杭体コンクリートの終局ひずみεcu
は、0.005 とした。Pyまでは荷重制御にて載荷を行い、その後は δyを基準として変位制御にて載
荷を行った。繰り返し載荷回数を各変位段階で正負 3 回とした。載荷荷重の急激な低下および軸
力保持が不能になった時点で載荷を終了することとした。
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Fig. 4.2 載荷サイクルの概念図
4.2.5 試験結果
(1) 曲げモーメントと部材角の関係
Fig. 4.3 に、曲げモーメント M と部材角 R の関係を示す。R は、試験体中央部のたわみ量を支
持点から試験体中央までの距離 (3500 mm)で除すことで求めた。図中の最大値は曲げモーメン
トが最大となった時の値 (白色丸印)、降伏値は鋼管の最外縁の実測ひずみが降伏ひずみに達し
た時の値 (白色三角印)である。鋼管の降伏の判定は、貼付したひずみゲージの値から行った。鋼
管は製造過程において、曲げ加工によって製管されるため、明確に鋼管の降伏の判定を行うこと
は難しいと考えられるが、降伏ひずみの値には、Table 4.2 に示した鋼管の降伏応力度をヤング係
数 (公称値: 205000 N/mm2)で除した値を用いて、降伏の判定を行った。
 ここで、曲げ変形性能を「最大曲げモーメント以降において、最大曲げモーメントの 80%以上
を保持できる性能」と定義し、図中に曲げモーメントが最大値の 80%まで低下した時の結果(灰
色丸印)を示す。また、「最大値から 80%まで低下した時の部材角／最大曲げモーメント時の部材
角」を 80%部材角比と定義し、各試験体の曲げ変形性能の比較に用いる。ただし、試験体 SLC
のみは、載荷終了まで曲げモーメントが最大値の 80 % まで低下しなかったため、図中には結果
を示していない。各試験体の 80%部材角比は、試験体 S001: 1.11, 試験体 S00: 1.10, 試験体 SL0: 
1.00, 試験体 SL0t: 1.02, 試験体 SH0: 1.03, 試験体 SLS: 1.28, 試験体 SLC: 1.89 以上である。また、
最大曲げモーメント時の部材角では、ばらつきが生じることがあるため、参考として、降伏曲げ
モーメント時の部材角を用いて、「最大値から 80%まで低下した時の部材角／降伏曲げモーメン
ト時の部材角」の値を求めると、試験体 S001: 3.98, 試験体 S00: 3.59, 試験体 SL0: 2.56, 試験体
SL0t: 1.81, 試験体 SH0: 1.39, 試験体 SLS: 2.92, 試験体 SLC: 5.39 以上となる。
 中詰め材による補強を行っていない試験体(S001, S00, SL0, SL0t, SH0)は、載荷荷重の急激な低
下と軸力保持の不能を確認した時点で試験を終了した。中詰め材による補強を行った試験体
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(SLS, SLC)は、たわみ量 150 mm (試験装置の限界値)まで載荷を行い、試験を終了した。
Fig. 4.4 に、包絡線により M－R 関係を各パラメータで比較した結果を示す。以降で、各パラ
メータ(①載荷パターン、②鋼管厚、③軸力、④中詰め材)の試験結果の考察を行う。
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Fig. 4.3 曲げモーメント M－部材角 R 関係
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Fig. 4.4 曲げモーメント M－部材角 R 関係の比較 (包絡線) 
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① 載荷パターンの比較
Fig. 4.3(a), (b)より、80%部材角比に関して、試験体 S00 (正負繰り返し載荷)と比べて、試験体
S001 (一方向繰り返し載荷)は 0.99 倍である。載荷パターンの影響による曲げ変形性能の差は確
認されなかった。
Fig. 4.4(a)より、初期剛性に関しては、試験体 S001と試験体 S00とでほぼ一致することが確認
された。初期剛性が一致していることから、弾性範囲内での杭の性能評価であれば、どちらの載
荷パターンを採用した場合であってもその評価に差は生じないと考えられる。最大曲げモーメ
ンに関しては、試験体 S001 が試験体 S00 を上回っており、試験体 S00 と比べて、試験体 S001
は 1.10倍であった。また、最大曲げモーメント時の Rも同様に、試験体 S001が試験体 S00を上
回っており、試験体 S00と比べて、試験体 S001は 1.35倍であった。大変形時を想定すると、載
荷パターンに一方向繰り返し載荷を採用した場合は、杭の曲げ強度およびその時の R を過大評
価する恐れがあると考えられる。最大曲げモーメントおよび R を適切に評価するためには、載
荷パターンに正負繰り返し載荷を採用することが望ましいと考えられる。
② 鋼管厚の比較
Fig. 4.3(c), (d)より、80%部材角比に関して、試験体 SL0 (鋼管厚: 9 mm)と比べて、試験体 SL0t 
(鋼管厚: 12 mm)は 1.02倍で同等の値であった。曲げ変形性能の向上に対しては、鋼管厚の厚く
することによる効果が小さいものと考えられる。
Fig. 4.4(b)より、初期剛性に関しては、試験体 SL0tが試験体 SL0よりも大きくなることが確認
された。初期剛性の差については、鋼管厚の違いにより生じたものと考えられる。最大曲げモー
メントに関しても、試験体 SL0tが試験体 SL0を上回る結果となり、試験体 SL0と比べて試験体
SL0t は 1.18 倍であった。最大曲げモーメント時の R に関しては、試験体 SL0 と比べて試験体
SL0tは 0.98倍であり、両者に大きな差は確認されなかった。曲げ強度の向上に対しては、鋼管
厚を厚くすることによる効果が確認された。
③ 軸力の比較
Fig. 4.3(b), (c), (e)より、80%部材角比に関して、試験体 S00(軸力比: 0)と比べて、試験体 SL0(軸
力比: 0.13)は 0.90倍、試験体 SH0 (軸力比: 0.20)は 0.93倍である。試験体 SL0と試験体 SH0との
間では、80%部材角比の差に軸力比の大きな影響は確認されなかった。
Fig. 4.4(c)より、初期剛性に関しては、試験体 SH0が最も大きく、次に試験体 SL0試験体 S00
となり、軸力比の大きさに対応する傾向を示している。最大曲げモーメントに関して、試験体 S00
と比べて、試験体 SL0は 1.12倍、試験体 SH0は 1.32倍であった。最大曲げモーメント時の Rに
関して、試験体 S00と比べて、試験体 SL0は 0.74倍、試験体 SH0は 0.89倍となり、最大曲げモ
ーメントは、軸力比が大きいものほど大きく、最大曲げモーメント時の Rは、軸力比が大きいも
のほど小さくなる傾向を示した。
④ 中詰め材の比較
Fig. 4.3(c), (f), (g)より、中詰め材を用いて杭の中空部を補強することによる曲げ変形性能の向
上効果は、試験体 SL0(中詰め材: なし)の 80%部材角比を基準とすると、試験体 SLS(中詰め材: 
79 
ソイルセメント)で約 28%、試験体 SLC(中詰め材: コンクリート)で約 89%以上であった。
Fig. 4.4(d)より、初期剛性に関しては、試験体 SL0、試験体 SLSおよびは試験体 SLCで、ほぼ
一致することが確認された。最大曲げモーメントに関して、試験体 SL0 と比べて、試験体 SLS
は 1.02倍、試験体 SLCは 1.08倍となる。中詰め材にコンクリートを用いた試験体においては、
曲げ強度の向上の効果が確認された。最大曲げモーメント時の R に関して、試験体 S00 と比べ
て、試験体 SLSは 0.97倍、試験体 SLCは 1.24倍となる。
 中詰め材は断面中心付近の補強であることから初期剛性には寄与しないが、杭の中空部の補
強に用いる中詰め材は、曲げ耐力(最大曲げモーメント)および曲げ変形性能が向上し、圧縮強度
およびヤング係数が大きい材料を用いた方がその効果が高いことが確認された。
(2) 曲げモーメントと曲率の関係
Fig. 4.5に曲げモーメント Mと曲率φの関係を示す。図中の解析値は、3章で検討した外殻鋼
管による外側からの拘束効果および杭体の肉厚の厚さによる杭内側からの拘束効果を考慮した
解析モデルで求めた値である。断面解析に用いる諸数値は、Table 4.1および Table 4.2に示す値
とした。
Fig. 4.6に試験体 SLS (中詰め材: ソイルセメント)および試験体 SLC (中詰め材: コンクリート)
の解析モデルの概略図を示す。中詰め材により補強した試験体(SLS, SLC)に関しては、中詰め材
と杭体コンクリートとのヤング係数の比に応じて、中詰め材の断面積を杭体コンクリートの断
面積に換算して加え、空洞率 HRa のみ見かけ上で肉厚の厚い杭として求め、杭体コンクリート
の応力σ－ひずみε関係の算定に用いた。
 外殻鋼管のσ－ε関係には、降伏強度を折れ点とする完全弾塑性のバイリニアモデルを用い
た。また、中詰め材のσ－ε関係には、圧縮強度を折れ点とする完全弾塑性のバイリニアモデル
を用いた。
Table 4.6および Fig. 4.7に、各応力状態での解析値と実験値との比較結果一覧を示す。各応力
状態での解析値／実験値の値は、降伏曲げモーメント: 0.71～1.02、降伏曲げモーメント時の曲
率: 0.75～1.33、最大曲げモーメント: 0.71～1.02、最大曲げモーメント時の曲率: 1.00～1.50であ
る。試験体によって、解析値／実験値の値に差があるものの、実験値の傾向を解析値によりおお
むね評価できている。また、中詰め材により補強した試験体(SLS, SLC)に関しても、中詰め材を
杭体コンクリートに換算した解析モデルにより、実験値の傾向を評価できたと考えられる。
 強度特性(降伏曲げモーメント、最大曲げモーメント)および降伏曲げモーメント時の曲率に関
して、解析値／実験値の値が 1.00付近していることから、3章で検討した解析モデルにより実験
値を評価することができたと考えられる。最大曲げモーメント時の曲率に関しては、すべての試
験体で解析値／実験値の値が 1.00 を超えており、解析値と実験値の差が他の比較結果と比べる
と大きい。しかしながら、解析値の耐力変化の少ない領域での比較であることを考慮すると、解
析値により実性能を評価できたと考えられる。
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Fig. 4.5 曲げモーメント M－曲率φ 関係
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Fig. 4.6 中詰め材から杭体コンクリートへの断面換算の模式図
Table 4.3 解析値と実験値の比較結果一覧
(a)曲げモーメント M (b)曲率φ
Fig. 4.7 解析値と実験値の比較
My φy Mmax φ My φy Mmax φ
(MN･m) (×10-3/m) (MN･m) (×10-3/m) (MN･m) (×10-3/m) (MN･m) (×10-3/m) My φy Mmax φ
S001 1.39 7.7 2.24 35.6 1.05 5.0 1.60 35.5 0.75 0.65 0.72 1.00
S00 1.15 5.4 2.03 25.1 1.05 5.0 1.60 36.1 0.92 0.93 0.79 1.44
SL0 1.15 5.4 2.28 15.2 1.53 6.2 2.04 20.4 1.33 1.14 0.90 1.34
SL0t 2.02 7.4 2.68 13.9 1.95 6.7 2.60 21.5 0.96 0.90 0.97 1.55
SH0 1.75 7.6 2.27 12.8 1.74 6.7 2.17 15.9 1.00 0.88 0.95 1.24
SLS 1.50 6.2 2.30 16.6 1.53 6.1 2.04 22.7 1.02 0.99 0.89 1.37
SLC 1.45 6.2 2.48 21.5 1.47 5.6 2.10 25.0 1.01 0.91 0.85 1.16
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(3) 破壊状況
Fig. 4.8～4.10に試験体 SL0, SLS, SLCの載荷試験終了後の破壊状況を示す。試験終了後、載荷
点間の破壊状況(外観)を確認し、鋼管を取り外すことで杭体コンクリートの破壊状況の確認も行
った。Fig. 4.8～4.10(a)に破壊状況(外観)、Fig. 4.8～4.10(b)に杭体コンクリートの破壊状況、Fig. 
4.8～4.10(c)に杭体コンクリートの破壊状況の拡大図を示す。なお、中詰め材による補強を行って
いない試験体(S001, S00, SL0, SL0t, SH0)は、破壊状況(外観)がほぼ同様であったので、試験体 SLS, 
SLCと同じ軸力条件である試験体 SL0を代表として示した。
試験体 SL0(中詰め材: なし)では、載荷点内側の鋼管に僅かな提灯座屈が発生し、片側の載荷
点直下において、鋼管の陥没が発生した (Fig. 4.8(a))。鋼管の陥没が発生した箇所において、杭
体コンクリートが剥落し、コンクリート片が杭の中空部に崩れ落ちていた。同位置にて正負繰り
返し載荷の影響と思われるくさび状の杭体コンクリートの圧壊が確認された。また、載荷点間の
上下面に渡り、円周方向に曲げひび割れが確認された。円筒形状断面のつぶれによる軸方向のひ
び割れも確認された (Fig. 4.8(b), (c))。
 試験体 SLS(中詰め材: ソイルセメント)では、試験体 SL0と比べて、大きな提灯座屈が発生し
た。試験体 SL0 で発生したような載荷点直下での鋼管の陥没は確認されなかった (Fig. 4.9(a))。
杭体コンクリートは、鋼管の提灯座屈した範囲において圧壊していることが確認された。また、
試験体 SL0 と同様に、杭体コンクリートには載荷点間の上下面の全域に円周方向の曲げひび割
れと軸方向のひび割れが確認された (Fig. 4.9(b))。圧壊したコンクリート片を取り除いたところ、
杭体コンクリートの圧壊の深さは、杭肉厚内にとどまっており、中詰め材として用いたソイルセ
メントに損傷がないことを確認した (Fig. 4.9(c))。
 試験体 SLC(中詰め材: コンクリート)では、載荷点内側にて圧縮側鋼管にはらみ出しが確認さ
れた程度で、外観上に顕著な変化は確認されなかった (Fig. 4.10(a))。他の試験体と同様に、杭体
コンクリートには載荷点間の上下面の全域に円周方向の曲げひび割れと軸方向のひび割れが確
認された。鋼管のはらみ出し部の杭体コンクリートにおいて、部分的な圧壊が確認された (Fig. 
4.10(b))。圧壊の程度としては、載荷点内側の杭体コンクリートの表面のみで、中詰め材として
用いたコンクリートに損傷がないことを確認した (Fig. 4.10(c))。
試験体 SLS および試験体 SLC では、試験体 SL0 の様な破壊性状(鋼管の陥没や杭体コンクリ
ートの剥落)が発生しなかったことからも、中詰め材を用いて杭の中空部を補強することによっ
て、杭の円筒形状が保持され、杭体コンクリートの剥落および圧壊の程度を軽減することができ、
鋼管の陥没を抑えることができたと考えられる。また、杭の中空部の補強に用いる中詰め材は、
圧縮強度およびヤング係数が大きい材料を用いた方がその効果も大きく、鋼管の提灯座屈の発
生や杭体コンクリートの圧壊の程度を軽減する効果があると考えられる。さらに、鋼管の提灯座
屈の発生や杭体コンクリートの圧壊の程度を軽減する効果によって、杭の円筒形状の保持、杭体
コンクリートの剥落の抑制、杭体コンクリートの拘束効果があり、曲げ変形性能が向上したもの
と考えられる。
中詰め材による補強を行っていない試験体では、鋼管の陥没の発生が破壊状況として確認さ
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れた。実際の杭では、杭頭接合部や地盤から面で載荷される加力形式であるのに対して、試験体
の杭では、載荷点から点に近い状態で載荷される加力形式となっている。実際の杭と単純梁方式
による曲げ試験の試験体とでは、載荷点の加力形式が異なることから、実際の杭では、鋼管の陥
没のような局所的な破壊の恐れが小さいと考えられる。
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(a) 外観状況
(b) 杭体コンクリートの破壊状況
(c) 杭体コンクリートの破壊状況(拡大) 
Fig. 4.8 破壊状況 (試験体 SL0 (中詰め材：なし))  
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(a) 外観状況
(b) 杭体コンクリートの破壊状況
(c) 杭体コンクリートの破壊状況(拡大) 
Fig. 4.9 破壊状況 (試験体 SLS (中詰め材：ソイルセメント))  
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(a) 外観状況
(b) 杭体コンクリートの破壊状況
(c) 杭体コンクリートの破壊状況(拡大) 
Fig. 4.10 破壊状況 (試験体 SLC (中詰め材：コンクリート))  
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4.2.6 まとめ
SC杭を対象とし、①載荷パターン、②鋼管厚、③軸力、④中詰め材、の各パラメータが曲げ
変形性能に与える影響を確認することを目的として、単純梁方式による曲げ試験を行った結
果、以下に示す知見を得た。
1) 載荷パターン(一方向繰り返し載荷、正負繰り返し載荷)によって、得られる実験値(最大曲
げモーメントおよび最大曲げモーメント時の曲率)が異なる。一方向繰り返し載荷では、正
負繰り返し載荷よりも曲げモーメントおよび最大曲げモーメント時の曲率が大きくなる。
杭の曲げ強度および曲率を適切に評価するためには、載荷方式に正負繰り返し載荷を採用
することが望ましい。
2) 中詰め材を用いて杭の中空部を補強していない試験体において、鋼管厚を厚くすること
は、曲げ変形性能の向上に対しては効果が小さいが、曲げ強度の向上に対しては効果があ
る。
3) 中詰め材を用いて杭の中空部を補強することで、鋼管の陥没や杭体コンクリートの剥落お
よび圧壊を抑えることができ、杭の曲げ変形性能の向上が期待できる。中詰め材には、圧
縮強度およびヤング係数の大きい材料を用いた方が杭の曲げ変形性能の向上効果が大き
い。軸力比: 0.12～0.13の範囲において、中詰め材による補強を行っていない試験体の 80%
部材角比を基準とすると、中詰め材にソイルセメントを用いることで約 28%、コンクリー
トを用いること約 89%以上の曲げ変形性能の効果向上がある。
4) 軸力比: 0～0.20の範囲において、外殻鋼管による外側からの拘束効果および杭体の肉厚の
厚さによる杭内側から拘束効果を考慮した解析モデルにより、試験体の曲げモーメントと
曲率の関係をおおむね評価することができる。
5) 中詰め材を用いて杭の中空部を補強した試験体に対して、中詰め材と杭体コンクリートのヤ
ング係数の比に応じて、中詰め材を杭体コンクリートの断面要素として換算することで、外
殻鋼管による外側からの拘束効果および杭体の肉厚の厚さによる杭内側から拘束効果を考
慮した解析モデルを適用することができる。
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4.3 片持ち梁方式による杭の曲げせん断試験
4.3.1 試験目的
SC杭を対象とし、①軸力、②中詰め材、の各パラメータが曲げ変形性能、軸方向変形および
最終の破壊状態に与える影響の確認を目的として、片持ち梁方式による曲げせん断試験を行う。
4.3.2 試験体概要
Table 4.4に試験体一覧、Table 4.5に材料諸元値を示す。ここで、試験体名称の記号は、1文字
目が載荷方式(C: Cantilever beam)、2文字目が軸力(L: Low, H: High, T: Tension)、3文字目が中詰め
材(0: Nothing, S: Soil cement, C: Concrete)、を表している。試験体は、外径 400 mm、厚さ 64～66 
mm、鋼管厚 6 mm、杭長 3 mとした。4.2節の試験体と比べると、外径および厚さが異なるが、
厚径比(＝ 厚さ／外径) が同程度となるように外径および厚さを設定した。試験体のパラメータ
は、①軸力、②中詰め材、の 2つとし、各パラメータが曲げ変形性能、軸方向変形および最終の
破壊状態に与える影響を確認することとした。
軸力は、-640～1875kN(圧縮側を正)に設定した。Table 4.1 に示した軸力比は、4.2 節と同様の
方法で求めた。ただし、引張軸力を与えた試験体 CTCは、導入軸力を[鋼管の断面積×鋼管の降
伏強度]で除すことで求めた。試験体 CTC を除き、4.2 節の試験体と軸力比が同程度になるよう
に導入軸力を設定した。試験体 CL0, CLS, CLCは軸力比: 0.11～0.12、試験体 CHS,CHCは軸力比: 
0.17～0.18、試験体 CTCは軸力比: -0.19である。
中詰め材による補強は、補強なし，ソイルセメント，コンクリートの 3ケースとした。使用し
たソイルセメントは、中詰め材に用いたコンクリートと比べて、圧縮強度が 1／6～1／10程度、
ヤング係数が 1／12～1／15程度の値である。試験体 CLS, CHS(中詰め材: ソイルセメント)およ
び試験体 CLC, CHC, CTC (中詰め材: コンクリート)の製作にあたり、杭の中空部への中詰め材の
充填は、杭を立てた状態で上端部から流し込むことで行った。中詰め材による補強範囲は、杭の
全長とした。中詰め材の充填は、杭内面の清掃や目荒らし等の処理を行わず、製造したままの状
態で行った。
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Table 4.4 試験体一覧
Table 4.5 材料諸元値
(mm) (mm) (mm) (kN)
CL0 66 1250 0.12
CLS 64 1250 0.11 (0.11)
CLC 65 1250 0.12 (0.10)
CHS 65 1875 0.17 (0.16)
CHC 64 1875 0.18 (0.16)
CTC 66 -640 -0.19
Specimen Diameter Thickness
Axial
force
Axial
force
ratio
400
Steel pipe
thickness
6
(N/mm2) (N/mm2) (day) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) (day)
CL0 117 46600 126 443 209000 - - -
CLS 121 48600 64 524 206200 3.69 1600 19
CLC 117 46600 126 443 209000 29.6 23300 27
CHS 121 48600 64 524 206200 4.57 1940 25
CHC 117 46600 126 443 209000 29.7 24900 32
CTC 117 46600 126 443 209000 30.4 24900 35
Elastic
modulus
Material
age
Steel pileConcrete Infilled material
Specimen Compressivestrength
Elastic
modulus
Material
age
Yield
strength
Elastic
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4.3.3 試験装置および計測概要
Fig. 4.11 に試験装置および計測概要を示す。試験体をスタブ内に 1000 mm埋め込み、固定支
承となるようにした。なお、スタブ内に埋め込んだ試験体の側面には、ずれ止め(異形棒鋼 D13)、
底面には平鋼板(500×500×t22mm)を取り付けることで、載荷時に試験体の抜け出しが生じない
ように処置を施した。載荷点は治具を介すことでピン支承となるようにした。
 計測項目は、載荷荷重(水平荷重)、軸力、水平変位、軸方向変位、軸方向ひずみ、の計 5項
目である。載荷荷重および軸力は、ロードセルにより計測した。水平変位は、5断面(載荷点、
中間点、スタブ面付近の 3断面)を変位計により計測した。軸方向変位は、4断面(載荷点、スタ
ブ面付近の 3断面)を変位計により計測した。軸方向ひずみは、4断面(スタブ面の上側 3断面、
下側 1断面)をひずみゲージにより計測した。軸方向ひずみ(スタブ面の上側 3断面)の水平加力
方向の正側・負側それぞれの平均値の差を試験体外径で除すことで曲率を算定した。なお、水
平変位が大きくなる場合、軸力による P-δ効果の付加曲げモーメントを無視することができな
いため、曲げモーメントの算定には、その付加曲げモーメントを考慮することとした。
Fig. 4.11 片持ち梁方式による曲げせん断試験の試験装置および計測概要
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4.3.4 試験方法および載荷サイクル
Fig. 4.12に載荷サイクルの概念図を示す。本試験では、おもに変位制御による正負繰り返し載
荷とした。図中の Pyは設計降伏荷重、δyは設計降伏荷重時の載荷点の水平変位である。Pyは、
公称値(コンクリートの設計基準強度：105 N/mm2，コンクリートのヤング係数：40000 N/mm2，
鋼管の設計基準強度: 325 N/mm2，鋼管のヤング係数: 205000 N/mm2) を用い、スタブ上面位置で
求めた。Pyまでは荷重制御(Fig. 4.12(a))にて載荷を行い、その後は δyを基準として変位制御(Fig. 
4.12(b))にて載荷を行った。繰り返し載荷回数は、Pyまでを正負 1 回、各変位段階を正負 3回と
した。ただし、載荷荷重のピークが確認された後は、各変位段階の繰り返し載荷回数を正負１回
とした。載荷荷重の急激な低下および軸力保持が不能になった段階で載荷終了とした。10 δy の
変位段階まで繰り返した後、載荷終了の要件を満たさない場合は、載荷点の水平変位 200 mm(試
験装置の限界)まで、正加力で単調載荷を行うこととした
(a) 荷重制御               (b) 変位制御
Fig. 4.12 載荷サイクルの概念図
92 
4.3.5 試験結果
(1) 曲げモーメントと部材角の関係
Fig. 4.13に曲げモーメント Mと部材角 Rの関係を示す。Mは、スタブ上面位置で算定した値、
Rは、載荷点にて計測した水平変位をスタブ上面から載荷点までの距離で除した値とした。図中
に、降伏値(降伏曲げモーメント: 白色三角印)、最大値(最大曲げモーメント: 白色丸印)、最大値
から 80%まで低下した時の結果(灰色丸印)を示す。ただし、試験体 CTC は、載荷終了まで耐力
低下を確認することができなかったため、降伏値の結果のみを示す。各試験体の 80%部材角比
は、試験体 CL0: 1.01、試験体 CLS: 1.28、試験体 CLC: 1.88、試験体 CHS: 1.28、試験体 CHC: 2.04
である。また、「最大値から 80%まで低下した時の部材角／降伏曲げモーメント時の部材角」の
値は、試験体 CL0: 2.02、試験体 CLS: 2.33、試験体 CLC: 4.63、試験体 CHS: 2.11、試験体 CHC: 
3.73 である。なお、試験体 CL0(中詰め材：なし)は、載荷荷重が最大値に達した直後から大
幅に水平荷重が低下し、6δy (水平変位: 73.8 mm)で軸力保持が困難となったため、載荷終了
とした。その他の試験体は、10δyの変位段階を繰り返した後、水平変位 200 mmまで載荷を
行い、試験終了時まで導入した軸力が低下せず、保持されていることを確認した。
Fig. 4.14に包絡線により曲げモーメント Mと部材角 Rの関係を各パラメータで比較した結果
を示す。Fig. 4.15に包絡線により降伏曲げモーメント比 M／Myと R 関係を各パラメータで比較
した結果を示す。ここで、降伏曲げモーメント比 M／Myとは、載荷荷重により発生する曲げモ
ーメント Mと、鋼管の最外縁の実測ひずみより判定した降伏時の曲げモーメントMyとの比と定
義した。試験体によって材料諸元値が異なるため、曲げモーメントの無次元化により試験結果の
比較を行った。以降で、各パラメータの試験結果の考察を行う。
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Fig. 4.13 曲げモーメントM－部材角 R 関係
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Fig. 4.14 曲げモーメントM－部材角 R 関係の比較 (包絡線) 
Fig. 4.15 降伏曲げモーメント比 M／My－部材角 R 関係の比較(包絡線) 
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① 中詰め材の比較(軸力比：0.11～0.12)  
Fig. 4.13(a)～(c)より、試験体 CL0(中詰め材：なし)の 80%部材角比を基準とすると、曲げ変形
性能の向上効果は、試験体 CLS(中詰め材：ソイルセメント)が約 21%、試験体 CLC(中詰め材：
コンクリート)が約 86%である。
Fig. 4.15(a)より、M／Myの最大値に関して、試験体 CL0、試験体 CLSおよび試験体 CLCは、
同程度であった。部材角が進んだ段階に着目すると、試験体 CL0 は R = 20／1000rad以降で M
／Myが急激に低下するのに対し、試験体 CLSは比較的緩やかに低下しながら、試験体 CLCは
おおよそ最大値を保ったままで部材角が進行しており、その傾向が 80%部材角比にもあらわれ
ている。軸力比: 0.11～0.12において、中詰め材を用いて杭の中空部を補強することで、曲げ強
度の急激な低下を抑えることができ、曲げ変形性能が向上する。中詰め材には、圧縮強度および
ヤング係数の大きい材料を用いた方が曲げ変形性能の向上効果も高い。
② 中詰め材の比較(軸力比：0.17～0.18) 
Fig. 4.13(d), (e)より、軸力比が異なるが仮に試験体 CL0(中詰め材：なし、軸力比: 0.12)の 80%
部材角比を基準とすると、曲げ変形性能の向上効果は、試験体 CHL(中詰め材：ソイルセメント)
が 27%、試験体 CHC(中詰め材: コンクリート)がの 102%となる。
Fig. 4.15(b)より、M／Myの最大値に関して、試験体 CHSおよび試験体 CHCは同程度であっ
た。Rが進んだ段階の M／Myに関しては、①の場合と同様の傾向を示した。軸力比: 0.17～0.18
において、中詰め材を用いて杭の中空部を補強をしていない試験体がないため、単純な比較を
行うことはできないが、①と同様の中詰め材による効果が期待できると考えられる。
③ 軸力比の比較(中詰め材: ソイルセメント) 
Fig. 4.13(b), (d)より、試験体 CLS(軸力比: 0.11)と試験体 CHS(軸力比: 0.17)との間で、80%部材
角比に差はなく、同程度の値である。
Fig. 4.15(c)より、M／Myの最大値に関して、試験体 CLS(軸力比: 0.11)および試験体 CHS(軸力
比: 0.17) のものは同程度であった。また、Rが進んだ段階において、M／Myが最大値を示して
からは、どちらも比較的緩やかに低下する傾向となっている。軸力比: 0.11～0.17において、中
詰め材にソイルセメントを用いることによる曲げ変形性能の向上効果は、同程度と考えられる。
④ 軸力比の比較(中詰め材：コンクリート) 
Fig. 4.13(c), (e), (f)より、試験体 CTC(軸力比: -0.19)のみは 80%部材角比が不明であるが、試験
体CLC(軸力比: 0.12)および試験体CHC(軸力比: 0.18)と間で、80%部材角比の差は約1割である。
Fig. 4.15(d)より、M／Myの最大値に関して、試験体 CLC および試験体 CHC は同程度であっ
た。Rが進んだ段階の M／Myにおいても、最大値に近い値を保持していることが、試験体 CTC 
を除き 80%部材角比の結果にもあらわれている。軸力比: 0.12～0.18において、中詰め材にコン
クリートを用いることによる曲げ変形性能の向上効果は、同程度と考えられる。
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(2) 曲げモーメント(降伏曲げモーメント比)と曲率の関係
Fig. 4.16 に曲げモーメント M と曲率φの関係を示す。本研究の主たる目的は、曲げ変形性能
の確認であるが、ここでは、曲げ強度(降伏曲げモーメントおよび最大曲げモーメント)の実験値
と解析値との比較も行うために、縦軸を曲げモーメントとした。水平変位(部材角)が進んだ範囲
においては、スタブ面付近の試験体(鋼管)の座屈により軸方向ひずみが載荷途中までしか計測で
きていないため、図中には、計測することのできた範囲の結果を示している。図中の解析値は、
Table 4.4および Table 4.5に示した材料諸元値を用いて、4.2節と同様に 3章で示した鋼管による
外側からの拘束効果および杭体の肉厚の厚さによる杭内側から拘束効果を考慮した解析モデル
で求めた。
Table 4.6および Fig.4.17に、各応力状態での解析値と実験値との比較結果一覧を示す。各応力
状態での解析値／実験値の値は、降伏曲げモーメント: 0.76～1.04、降伏曲げモーメント時の曲
率: 0.84～1.14、最大曲げモーメント: 0.85～1.06、最大曲げモーメント時の曲率: 0.78～1.21であ
る。
4.2節と同様に、実験値の傾向を解析値によりおおむね評価できることが確認された。また、
軸力比の異なる試験体についても、中詰め材を杭体コンクリートに換算した解析モデルにより、
実験値の傾向を評価できることが確認された。
 強度特性(降伏曲げモーメント、最大曲げモーメント)および降伏曲げモーメント時の曲率に関
して、解析値／実験値の値が 1.00 付近に分布しており、全体として解析値が実験値に対して安
全となっている。最大曲げモーメント時の曲率に関しては、解析値／実験値の値が他の比較結果
と比べるばらつきが大きい。しかしながら、解析値の耐力変化の少ない領域での比較であること
を考慮すると、解析値により実性能を評価できたと考えられる。片持ち梁方式による曲げせん断
試験の実験値と解析値との比較結果からも 3章で検討した解析モデルの妥当性が確認された。
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Fig. 4.16 曲げモーメントM－曲率φ 関係
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Table 4.6 解析値と試験の比較結果一覧
(a)曲げモーメント M (b)曲率φ
Fig. 4.17 解析値と実験値の比較
My φy Mmax φ My φy Mmax φ
(MN･m) (×10-3/ｍ) (MN･m) (×10-3/ｍ) (MN･m) (×10-3/ｍ) (MN･m) (×10-3/ｍ) My φy Mmax φ
CL0 0.59 10.9 0.71 30.0 0.56 10.0 0.75 33.1 0.95 0.92 1.06 1.10
CLS 0.78 11.9 1.00 44.0 0.63 11.4 0.83 34.4 0.81 0.96 0.84 0.78
CLC 0.60 10.1 0.78 36.9 0.62 11.5 0.78 40.6 1.04 1.14 1.00 1.10
CHS 0.89 13.6 1.08 35.5 0.71 12.2 0.89 29.0 0.79 0.90 0.83 0.82
CHC 0.70 10.8 0.87 33.7 0.66 10.6 0.87 37.0 0.93 0.98 1.00 1.10
CTC 0.37 7.9 0.46 31.7 0.28 6.6 - - 0.76 0.84 - -
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(3) 軸方向変位と部材角の関係
Fig. 4.18に各試験体について軸方向変位δvと部材角 Rの関係を示す。δvは載荷点位置で計測
した値である。軸方向変位の符号は、正が試験体の伸び側、負が試験体の縮み側、を表している。
 試験体 CL0(中詰め材: なし、軸力比: 0.12)の 6δy時(載荷終了時)のδvは、-9.4mmである。
試験体 CL0 と他の試験体とを同一条件で軸方向変位を比較するため、試験体 CL0の 6δy時
と同一水平変位で、繰り返し載荷の正 1回目のδvを取り出すと、試験体 CLS(中詰め材: ソ
イルセメント、軸力比: 0.11) : -2.5mm、試験体 CLC(中詰め材: コンクリート、軸力比: 0.12) : 
0.9mm、試験体 CHS(中詰め材：ソイルセメント、軸力比：0.17) : -4.2mm、試験体 CLC(中
詰め材: コンクリート、軸力比 :0.18) : -1.1mm、試験体 CTC(中詰め材: コンクリート、軸力
比: -0.19) : 5.1mmである。以降で、各パラメータの試験結果の考察を行う。
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Fig. 4.18 軸方向変位δv－部材角 R 関係
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① 中詰め材の比較(軸力比: 0.11～0.12) 
Fig. 4.18(a)～(c)より、試験体 CL0(中詰め材: なし)の 6δy 時のδv を基準とすると、試験体
CLS(中詰め材: ソイルセメント)では 27 %にδvが軽減されることが確認された。試験体 CLC(中
詰め材: コンクリート)では、0 %に近い値までδvが軽減されたと考えられる。
R = 20／1000rad以下において、試験体 CL0では、載荷荷重がピーク値に達したほぼ同じ時に
軸方向変位が急激に負側へ進行したのに対し、試験体 CLSおよび試験体 CLCでは、ほぼ一定値
を保っている。
Rが進行した段階において、試験体 CLSでは繰り返し載荷を受けるたびに、δvが負側へ進行
するのに対し、試験体 CLCでは依然として大きな変化がない。杭の中空部を中詰め材を用いて
補強することにより、部材角の初期段階のδvを軽度に抑えることができる。また、Rが進行し
た段階のδvに関して、中詰め材にソイルセメントを用いた場合は、徐々にδvが進むものの、急
激な進行を抑えることができる。中詰め材にコンクリートを用いた場合は、Rの初期段階と同様
に進行を軽度に抑えることができる。したがって、δvを抑える効果は、中詰め材に圧縮強度お
よびヤング係数が大きい材料を用いた方が高いものと考えられる。また、導入軸力の保持に関
して、中詰め材にソイルセメントを用いることで、Rが進行した段階においても充分に負担でき
るものと考えられる。
② 中詰め材の比較(軸力比: 0.17～0.18) 
Fig. 4.18(d), (c)より、試験体 CL0の 6δy時と同一水平変位で、繰り返し載荷の正 1回目の
δvをみると、試験体 CHC(中詰め材: コンクリート)の方が試験体 CHS(中詰め材: ソイルセ
メント)より負側へ進行している。軸力比: 0.17～0.18においても、δvを軽減する効果がソイ
ルセメントよりコンクリート方が高いことが確認された。
R = 20／1000rad以下において、試験体 CHS(中詰め材: ソイルセメント)および試験体 CHC(中
詰め材: コンクリート)のいずれも、δvは一定値を保っている。Rが進んだ段階において、①と
同様の傾向を示している。軸力比: 0.17～0.18においても、杭の中空部を中詰め材を用いて補強
することにより、①と同様の効果があると考えられる。
③ 軸力比の比較(中詰め材: ソイルセメント) 
Fig. 4.18(b), (d)より、試験体 CL0の 6δy時と同一水平変位で、繰り返し載荷の正 1回目の
δvをみると、試験体 CLS(軸力比: 0.11)より試験体 CHS(軸力比: 0.17)の方が負側へ進行してい
る。中詰め材にソイルセメントを用いた場合において、軸力比が高くなることにより、δvも増
大することが確認された。
R = 20／1000rad以下において、試験体 CLSおよび試験体 CHSのいずれも、δvが一定値を保
っている。Rが進んだ段階においては、どちらの試験体も繰り返し載荷を受けるたびに、δvが
負側へ進行している。進行の程度は、軸力比が大きい試験体 CHSの方が顕著に表れている。軸
力比: 0.11～0.17において、中詰め材にソイルセメントを用いることで、Rの初期段階のδvを抑
えることができ、Rが進行した段階においても、急激なδvを抑えることができると考えられる。
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④ 軸力比の比較(中詰め材: コンクリート) 
Fig. 4.18(c), (e), (f)より、試験体 CL0の 6δy時と同一水平変位で、繰り返し載荷の正 1回目
のδvをみると、試験体 CLC(軸力比: 0.12)より試験体 CHS(軸力比: 0.18)の方が負側へ進行して
いる。中詰め材にコンクリートを用いた場合においても③と同様の傾向が確認された。
Rが進行した段階においても、試験体 CLCおよび試験体 CHCのいずれも、δvが小さい。中
詰め材にコンクリートを用いることで、R が進行した段階においても、負側のδvを抑えること
ができると考えられる。試験体 CTC(軸力比: -0.19)に関しては、 Rの初期段階からδvの正側(試
験体が伸びる側)へ進行している。比較対象がないため、断定することは難しいが、中詰め材の
コンクリートには、試験体の正側(引張側)のδvを抑える効果が低いと考えられる。
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(4) 破壊状況
Fig. 4.19に試験終了後の外観状況(試験体 CLS(中詰め材：ソイルセメント)を示す。いずれの試
験体もスタブ面付近で鋼管の座屈が発生していたことから、最も座屈の発生が顕著であった試
験体 CLSを代表とした。杭体コンクリートの破壊状況の確認のため、載荷終了後に Fig. 4.19の
破線範囲(最終加力時の圧縮側)の鋼管を Fig. 4.20に示した円周 1／4に渡って切断し、取り外し
た。Fig. 4.21に試験体 CL0, CLS, CLC ,CTCの試験終了後の破壊状況を示す。中詰め材による補
強の効果を比較するために、軸力比が同等の試験体 CL0, CLS, CLCの状況を Fig. 4.21(a)～(f)、
唯一引張軸力を与えている試験体 CTCの状況を Fig. 4.21(g),(h)に示す。
Fig. 4.19 外観状況 (試験体 CLS：試験終了後) 
Fig. 4.20 鋼管切断範囲
Compression side Tension side 
Range of cutting 
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(a) 試験体 CL0：全体      (b)試験体 CL0：拡大
(c)試験体 CLS：全体      (d)試験体 CLS：拡大
(e)試験体 CLC：全体      (f)試験体 CLC：拡大
(g)試験体 CTC：全体      (h)試験体 CTC：拡大
Fig. 4.21 試験体の破壊状況 (試験終了後) 
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 本試験においては、圧壊したコンクリート片を取り除いた後、スケールを用いて杭表面から法
線方向に圧壊深さ(鋼管厚 6 mmを除く)の概略値を測定した。圧壊深さは、試験体 CL0(中詰め材: 
なし)が約 60 mm、試験体 CLS(中詰め材: ソイルセメント)が約 65 mm、試験体 CLC(中詰め材: 
コンクリート)が約 25 mm、試験体 CTC(中詰め材: コンクリート)が約 25 mmである。
 試験体 CL0は、他の試験体と比べて、繰り返し載荷が 6δyまでと小さく、最終的に与えた水平
変位も小さいにも関わらず、圧壊深さが杭中空部まで達している。試験体 CLS は、圧壊深さが
中詰め材にまで到達しており、中詰め材にも一部圧壊が確認された。一方、試験体 CLC, CTCは、
圧壊深さが杭の厚さ内に収まっており、中詰め材には損傷が確認されなかった。
4.2節の中詰め材による補強を行っていない試験体においては、鋼管の陥没による杭体コンク
リートの圧壊および剥落が確認されたが、本節の試験結果からは、同様の現象は確認されなかっ
た。単純梁方式と片持ち梁方式とで、載荷点およびスタブ位置での加力形式が異なったため、局
部的な破壊は生じなかったものと考えられる。試験体 CL0 とその他の試験体では、最終的に与
えた変位が異なるため、単純に比較することは難しいが、試験体 CLS,CLCの破壊状況から、杭
の中空部を中詰め材を用いて補強することにより、鋼管の座屈の発生および杭体コンクリート
の圧壊の程度を軽減することができると考えられる。また、中詰め材には、圧縮強度およびヤン
グ係数が大きい材料を用いた方が、軽減する効果も高いと考えられる。
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4.3.6 まとめ
SC杭を対象とし、①軸力、②中詰め材、の各パラメータが最終の破壊状態、軸方向変形およ
び曲げ変形性能に与える影響の確認を目的として、片持ち梁方式による曲げせん断試験を行っ
た結果、以下に示す知見を得た。
1) 軸力比: 0.11～0.12において、中詰め材を用いて杭の中空部を補強することにより、曲げ変
形性能が向上する。80%部材角比で評価すると曲げ変形性能の向上効果は、中詰め材にソイ
ルセメントを用いた場合で約 21%、コンクリートを用いた場合で約 86%となる。また、軸
力比: 0.17～0.18の範囲も同程度の曲げ変形性能の向上効果が期待できると考えられる。
2) 軸力比: -0.19～0.18において、外殻鋼管による外側からの拘束効果および杭体の肉厚の厚さ
による杭内側から拘束効果を考慮した解析モデルにより、中詰め材を用いた補強の有無に
関わらず、試験体の曲げモーメントと曲率の関係をおおむね評価することができる。
3) 軸力比: 0.11～0.12において、中詰め材を用いて杭の中空部を補強することにより、軸方向
変位を軽減することができる。中詰め材には、圧縮強度およびヤング係数が大きい材料を用
いた方が軽減する効果も高い。また、軸力比: 0.17～0.18においても軸方向変位を軽減する
効果が期待できると考えられる。
4) 軸力比: 0.11～0.18において、中詰め材にソイルセメントおよびコンクリートを用いること
で、部材角が進行した段階においても、導入した軸力を保持することができる。
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第 5章 杭中空部を残した改良方法の検討 
5.1 まえがき
4 章において、各パラメータ(載荷パターン、軸力比、鋼管厚、中詰め材)が SC 杭の変形性能に
与える影響の確認を単純梁方式による曲げ試験および片持ち梁方式による曲げせん断試験によ
り行った。その結果、コンクリート等の中詰め材を用いて杭の中空部を補強することにより、大
変形時においても、鋼管の陥没や杭体コンクリートの剥落および圧壊の程度が軽減され、杭の曲
げ変形性能や鉛直支持力の保持性能が向上し、軸方向変位を抑える効果が期待できることを確
認した。また、単純梁方式および片持ち梁方式のいずれの載荷方式を用いても、同様の結果が得
られることを確認した。
 しかしながら、中詰め材を用いて杭の中空部を補強した杭は、施工面において、いくつかの課
題が挙げられる。例えば、既製コンクリート杭の施工法にプレボーリング工法を採用する場合、
掘削土(土砂)とセメント、水を混合攪拌し、ソイルセメントを作った孔内に杭を沈設する。杭を
沈設する際に、杭の外周部および中空部がソイルセメントで満たされるため、杭本体部体積分の
浮力が杭に作用する。杭の中空部を補強した杭を接続して部分的に使用するとした場合、ソイル
セメントが杭の中空部を自由に行き来できないため、ソイルセメントで満たされなかった範囲
の中空部体積分の浮力も杭に作用することになる。近年の既製コンクリート杭の大径化および
長尺化を考えると杭に作用する浮力は大きく、施工の際に杭の沈設が難しくなることが予想さ
れる。また、施工法に中掘り工法を採用する場合においては、掘削のための治具(オーガーヘッ
ドやスクリューなど)を杭の中空部に設置する必要である。しかし、杭の中空部が補強された杭
では、それらの治具を設置することができないため、施工することはできない。一方で、杭の施
工後に中詰め材を用いて補強した場合、杭の中空部に満たされている硬化したソイルセメント
を除去および清掃する必要がある。硬化したソイルセメントの除去および清掃作業は容易では
なく、施工面においても効率的ではない。
 したがって、杭の変形性能を向上させるために、杭の中空部を中詰め材を用いて補強する方法
は有効であるが、施工面での自由度を確保するためには、杭の中空部を残した改良方法の検討も
必要であると考えられる。そこで、5 章においては、既製コンクリート杭の施工面も考慮して、
杭の中空部を残した杭の変形性能を向上させる改良方法を検討し、4 章で示した載荷方式(単純
梁方式による曲げ試験、片持ち梁方式による曲げせん断試験)にて試験を行う。
5.2 単純梁方式による曲げ試験
5.2.1 試験目的
 既製コンクリート杭の施工面を考慮し、杭の中空部を残した杭の変形性能を向上させる改良
方法として、①杭の肉厚を厚くする方法(厚型)、②杭の中空部に鋼管を設置する方法(二重鋼管
型)、を検討する。検討した改良方法が曲げ変形性能に与える影響の確認を目的として、単純梁
方式による曲げ試験を行う。
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5.2.2 試験体概要
Fig. 5.1 に試験体概要、Table 5.1 に試験体一覧、Table 5.2 に材料諸元値を示す。ここで、試験
体名称の記号は、1 文字目が載荷方式(S: Simple beam)、2 文字目が軸力(L: Low)、3 文字目が改良
方法(0: Nothing, T: Thickness, D: Double tube )を表している。試験体は、すべて外径 400 mm、鋼管
厚 6 mm、杭長 4 m を標準とした。試験体の各パラメータは、①杭の肉厚を厚くする方法 (厚型)、
②杭の中空部に鋼管を設置する方法 (二重鋼管型)、の 2 つとし、各パラメータが曲げ変形性能
に与える影響を確認する。
 試験体 SL0(標準型)は、改良を加えておらず、比較を行う上での標準となる試験体である。試
験体 SLT(厚型)は、杭の肉厚を厚くした試験体である。試験体 SL0 の肉厚が 66 mm に対して、
試験体 SLT の肉厚は 109 mm とした。試験体 SLD(二重鋼管型)は、SC 杭を製造した後、中空部
に内鋼管を設置し、SC 杭と内鋼管との間隙を無収縮モルタルで充填することで二重鋼管構造に
した試験体である。無収縮モルタルの充填に関しては、実際の現場での杭施工状況を想定し、杭
内面の清掃や目荒らし等の処理を行わず、製造したままの状態で行った。試験体 SLD の肉厚は、
32 mm とした。試験体 SLD の内鋼管は、外径 267.4 mm、鋼管厚 6 mm とし、杭本体およびモル
タル、内鋼管の厚さを含め 73 mm とし、試験体 SL0 に近い値に設定した。
 軸力比は、4 章の試験体と同程度の 0.11～0.14 とした。軸力比の算定方法に関して、試験体 SL0
および試験体 SLT については、4 章と同様に導入軸力を[杭体コンクリートの断面積×杭体コンク
リートの圧縮強度 + 外殻鋼管の断面積×外殻鋼管の降伏強度]で除すことで求めた。試験体 SLD
については、モルタルおよび内鋼管も杭本体の一部と考え、導入軸力を[杭体コンクリートの断
面積×杭体コンクリートの圧縮強度 + 外殻鋼管の断面積×外殻鋼管の降伏強度 + モルタルの断
面積×モルタルの圧縮強度 + 内鋼管の断面積×内鋼管の降伏強度]で除すことで求めた。
Fig. 5.1 試験体概要
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Table. 5.1 試験体一覧
Table. 5.2 材料諸元値
(mm) (mm) (mm) (kN) (N/mm2) (N/mm2) (day) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2)
SL0 66 1250 0.11 126 49500 17 527 605 204000
SLT 109 1840 0.13 124 45600 36 426 513 198000
SLD 32 (73*) 1450 0.14 124 45600 36 426 513 198000
* The value includes the thickness of the concrete mortar and inner steel pile parts.
Material
age
Yield
strength
Elastic
modulus
Diameter Thickness Axialforce
Axial
force
ratio
Steel pipe
thickness
(outside)Specimen
Tensile
strength
400 6
Concrete Steel pipe (outside)
Compressive
strength
Elastic
modulus
(mm) (N/mm2) (N/mm2) (day) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2)
SLD 6 57.1 24700 35 357 427 199000
Elastic
modulus
Compressive
strengthSpecimen
Steel pipe
thickness
(inside)
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5.2.3 試験装置および計測概要
Fig. 5.2 に試験装置および計測概要を示す。載荷方式は、単純梁方式による 2 点支持載荷での
曲げ試験 1) とした。支持点間距離を 3000 mm、載荷点間距離を 500 mm とし、2 点の載荷点で鉛
直方向に載荷を行った。また、載荷点付近での応力集中による局所的な破壊を避けるために、載
荷点に載荷治具を介すことで、力が円周方向に均一に作用するようにした。試験体への軸力導入
は、センターホールジャッキを用いて試験体の外側に配置した PC 鋼棒を緊張し、載荷桁を介し
て行った。
 計測項目は、載荷荷重、軸力、たわみ量、軸方向ひずみとした。たわみ量は、曲げモーメント
が一定となる載荷点間を中央から左右に 125 mm 間隔の計 3 断面で変位計による計測を行った。
軸方向ひずみは、曲げモーメントが一定となる載荷点間の中央から左右に 125 mm 間隔の計 3 断
面で、試験体の上下面のひずみゲージにより計測を行った。
Fig. 5.2 試験装置および計測概要
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5.2.4 試験方法および載荷サイクル
Fig. 5.3 に載荷サイクルの概念図、Table 5.3 に各載荷ステップの試験体たわみ量δと部材角 R
の関係を示す。部材角 R は、試験体中央のたわみ量を支持点から試験体中央までの距離(= 1500 
mm)で除すことで求めた。本試験は、変位制御による正負交番繰り返し載荷とし、各載荷ステッ
プでの繰り返し回数は正負各 2 回とした。載荷ステップは、± 2／1000 rad から± 50／1000 rad の
計 8 ステップとした。載荷荷重の急激な低下および導入軸力の保持が困難となった時点で、繰り
返し載荷から単調載荷に切り替えて載荷を行った。
Fig. 5.3 載荷サイクルの概念図
Table 5.3 各載荷ステップのたわみ量と部材角
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5.2.5 試験結果
(1) 曲げモーメントと部材角の関係
Fig. 5.4 に曲げモーメント M と部材角 R の関係を示す。M は、P－δ効果による付加曲げモー
メントを考慮する値とした。図中に、最大値(最大曲げモーメント: 白色丸印)、降伏値(降伏曲げ
モーメント: 白色三角印)を示す。4 章においては、曲げ変形性能を比較するために、最大値から
80 %まで低下した時の結果も示していたが、本試験結果においては、最大値から 80 %まで低下
した試験体が試験体 SL0(標準型)のみであったため、その結果は図中に示していない。試験体
SLD(二重鋼管型)については、早い段階の負側加力時において、瞬時に荷重を除荷ができず、荷
重制御が不調となり、繰り返し載荷から単調載荷に切り替わっている。
Fig. 5.5 に包絡線により降伏曲げモーメント比 M／My と部材角 R の関係を比較した結果を示
す。降伏曲げモーメント比 M／My とは、4 章で示した通り、載荷荷重により発生する曲げモー
メント M と鋼管の最外縁の実測ひずみより判定した降伏曲げモーメント Myとの比である。試験
体によって材料諸元値が異なることから、試験結果の整理に M／Myを用いた。
Fig. 5.4 より、曲げモーメントの最大値に関して、試験体 SL0、試験体 SLT(厚型)および試験体
SLD の間で大きな差は確認されなかった。また、M が最大値を示した後の挙動に関して、試験
体 SL0 では M が急激に低下したのに対し、試験体 SLT では繰り返し載荷を行うことができてお
り、耐力低下も小さく抑えられている。試験体 SLD では繰り返し載荷を行うことができなかっ
たものの、変位が進んだ後も耐力低下が小さく抑えられている。
 以上の結果より、試験体 SL0 では、最大耐力後に耐力が低下し、繰り返し載荷を行うことが
できていないが、試験体 SLT では、最大耐力以後も急激な耐力低下を抑えられている。限定さ
れた範囲ではあるが、杭の肉厚を厚くすることで、最大耐力以降の繰り返し載荷を行うことがで
きた。一方、試験体 SLD では、荷重制御の不調により、最大耐力以降の繰り返し載荷が行えて
いない。しかしながら、急激な耐力低下がなく、変位が進んだ後も耐力低下が小さく抑えられる
ことが確認された。
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Fig. 5.4 曲げモーメント M－部材角 R 関係
Fig. 5.5 降伏曲げモーメント比 M／My－部材角 R 関係 (包絡線) 
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(2) 曲げモーメントと曲率の関係
Fig. 5.6 に曲げモーメント M と曲率φ の関係を示す。φは、計測した軸方向ひずみの上下面
それぞれの平均値の差を試験体外径で除すことで求めた。解析値は、断面のひずみが中立軸から
の距離に比例する平面保持の仮定に基づく、断面解析 2),3) により求めた。断面解析に用いる諸数
値は、Table 5.1 および Table 5.2 に示す値とした。
Fig. 5.7 に断面解析に用いた杭体コンクリートの応力σ－ひずみε関係を示す。図中の杭体コ
ンクリートのσ－ε関係は、3 章で検討した外殻鋼管による外側からの拘束効果および杭体の肉
厚の厚さによる杭内側からの拘束効果を考慮した解析モデル 4), 5) を用いて求めた。試験体
SLD(二重鋼管型)に関しては、内鋼管およびモルタルと杭体コンクリートとのヤング係数の比に
応じて、内鋼管およびモルタルの断面積を杭体コンクリートの断面積に換算して加え、空洞率
HRa のみ見かけ上で肉厚の大きい杭として求め、杭体コンクリートのσ－ε関係の算定に用い
た。
 外殻鋼管および内鋼管のσ－ε関係には、降伏強度を折れ点とする完全弾塑性のバイリニア
モデルを用いた。また、モルタルのσ－ε関係には、圧縮強度を折れ点とする完全弾塑性のバイ
リニアモデルを用いた。ここで、解析上の降伏時とは、断面内の引張り側最外縁の鋼管の応力度
が降伏応力度に達した時、または、断面内の圧縮側最外縁のコンクリートの応力度が圧縮強度に
達した時、断面内の圧縮側最外縁の鋼管の応力度が降伏応力度に達した時とした。解析上の終局
時とは、断面内の圧縮側最外縁コンクリートのひずみが終局ひずみεcu に達した時とした。εcu
は、σ－ε関係の最大応力以降において、σ = 0 となる時の値とした。試験体 SLT(厚型)の杭体
コンクリートのσ－ε関係では、最大応力以降もσ = 0 とならず、εcuを定義することができな
いため、参考として、断面内の圧縮側最外縁コンクリートのε = 0.01 の時の値も算定した。
Table 5.4 および Fig. 5.8 に、各応力状態での解析値と実験値との比較結果を示す。Table 5.4 よ
り、各応力状態での解析値／実験値の値は、降伏曲げモーメント: 0.72～0.83、降伏曲げモーメン
ト時のφ: 0.81～0.96、最大曲げモーメント: 0.82～0.85、最大曲げモーメント時のφ: 0.93～1.30
である。
Fig. 5.6(a)より、試験体 SL0(標準型)の解析値は、実験値の最大耐力および最大耐力後の耐力低
下の傾向を評価できている。また、Fig. 5.6(b)より、試験体 SLT の解析値は、実験値の最大耐力
および最大耐力を保持する傾向を評価できている。試験体 SLT の最大曲げモーメント時のφ の
みは、解析値／実験値 = 1.30 であり、他の試験体の比較結果と比べると差が大きい。しかしな
がら、解析値および試験が耐力変化の少ない領域での比較であることを考慮すると、解析値によ
り実性能を評価できたと考えられる。
 試験体によって、解析値／実験値の値に差があるものの、実験値の傾向を解析値によりおおむ
ね評価できており、厚型および二重鋼管型の解析値と実験値との比較結果からも、3 章で検討し
た解析モデルの妥当性が確認された。
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Fig. 5.6 曲げモーメント M－曲率φ 関係
Fig. 5.7 杭体コンクリートの応力σ－ε 関係
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Table 5.4 解析値と実験値の比較結果一覧
(a) 曲げモーメント M (b) 曲率φ
Fig. 5.8 解析値と実験値の比較
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SL0 0.68 12.2 0.90 30.4 0.57 11.7 0.75 33.2 0.83 0.96 0.83 1.09
SLT 0.75 12.4 0.97 33.3 0.62 10.1 0.82 43.2 0.83 0.81 0.85 1.30
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(3) 破壊状況
Fig. 5.9 に試験終了後の外観状況 (試験体 SL0: 標準型) を示す。いずれの試験体も載荷点付近
で鋼管の座屈が発生していたことから、試験体 SL0 を代表とした。載荷終了後、Fig. 5.10 に示し
た鋼管を円周 1／4 に渡って切断して取り外し、杭体コンクリートの破壊状況を確認した。Fig. 
5.11～5.13 に各試験体の杭体コンクリートの破壊状況 (全体図、拡大図) を示す。
 破壊状況について、いずれの試験体においても、鋼管座屈と同じ位置で杭体コンクリートの圧
壊が確認された。最終的に与えた R が試験体によって異なるものの、杭体コンクリートの圧壊
深さやその範囲は同程度であった。試験体 SL0 は、杭体コンクリートの圧壊により急激な耐力
低下に至ったと考えられる。一方、試験体 SLT(厚型), 試験体 SLD(二重鋼管型)では、急激な耐
力低下が生じていない。その理由として、試験体 SLT は、試験体 SL0 と比べて杭の肉厚が厚く、
健全な杭体コンクリートの断面が残存したためと考えられる。試験体 SLD は、杭体コンクリー
トの圧壊が生じているものの、内鋼管によって耐力が補完されたため、急激な耐力低下を抑えら
れたものと考えられる。
Fig. 5.9 試験終了後の外観状況 (試験体 SL0: 標準型) 
Fig. 5.10 鋼管切断範囲
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(a) 全体図             (b) 拡大図
Fig. 5.11 破壊状況 (試験体 SL0: 標準型) 
(a) 全体図             (b) 拡大図
Fig. 5.12 破壊状況 (試験体 SLT: 厚型) 
(a) 全体図             (b) 拡大図
Fig. 5.13 破壊状況 (試験体 SLD: 二重鋼管型) 
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5.2.6 まとめ
 既製コンクリート杭の施工面を考慮し、杭の中空部を残した杭の変形性能を向上させる改良
方法として、①杭の肉厚を厚くする方法(厚型)、②杭の中空部に鋼管を設置する方法(二重鋼管
型)、を検討した。検討した改良方法が曲げ変形性能に与える影響の確認を目的として、単純梁
方式による曲げ試験を行った結果、以下に示す知見を得た。
1) 標準型と比べて、杭体コンクリートの肉厚を厚くすることにより、最大耐力以後の急激な耐
力が抑えられる。また、最大耐力以降も繰り返し載荷を行うことができ、耐力低下も小さい。
2) 標準型と比べて、二重鋼管とすることにより、最大耐力以後の急激な耐力が抑えられる。ま
た、最大耐力以降の単調載荷を行った範囲において、耐力低下も小さい。
3) 外殻鋼管による外側からの拘束効果および杭体の肉厚の厚さによる杭内側から拘束効果を
考慮した解析モデルにより、厚型および二重鋼管型の試験体の曲げモーメントと曲率の関
係をおおむね評価することができる。
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5.3 片持ち梁方式による曲げせん断試験
5.3.1 試験目的
5.2 節で検討した杭の中空部を残した杭の変形性能を向上させる改良方法(杭の肉厚を厚くす
る方法(厚型)、杭の中空部に鋼管を設置する方法(二重鋼管))が、曲げ変形性能、軸方向変形およ
び最終の破壊状況に与える影響の確認を目的として、片持ち梁方式による曲げせん断試験を行
う。また、4 章にて杭の変形性能の向上に対して有用性を示した中詰め材を用いた補強方法との
比較を行うことで、検討した改良方法の妥当性の確認を行う。
5.3.2 試験体概要
Fig. 5.14 に試験体概要、Table 5.5 に試験体一覧、Table 5.6 に材料諸元値を示す。ここで、試験
体名称の記号は、1 文字目が載荷方式(C: Cantilever beam)、2 文字目が 5.2 節と同様、3 文字目が
改良方法もしくは中詰め材(0: Nothing, T: Thickness, D: Double tube, S: Soil cement, C: Concrete)を
表している。試験体は、すべて外径 400 mm、鋼管厚 6 mm、杭長 3 m とした。試験体のパラメー
タは、5.2 節に示した①厚型、②二重鋼管型に加え、③中詰め材(ソイルセメント、コンクリート)
の計 3 つとした。なお、試験体 CL0(標準型)、試験体 CLS(中詰め材: ソイルセメント)および試
験体 CLC(中詰め材: コンクリート)は、4 章で示した試験体と同一の試験体である。
 杭の肉厚は、試験体 CL0(標準型)を 66 mm、試験体 CLT(厚型)を 108 mm とした。試験体 CLD(二
重鋼管型)の杭の肉厚は、試験体 CL0 と同程度の 64 mm とした。試験体 CLD の内鋼管は、外径
216.3 mm、鋼管厚 5.8 mm とし、試験体 CLD の肉厚は、杭本体、モルタルおよび内鋼管の厚さを
含めると 98 mm である。試験体 CLS および試験体 CLC の肉厚は、それぞれ 64 mm、65 mm で
ある。中詰め材は、ソイルセメント，コンクリートの 2 ケースとした。
 軸力比は、4 章および 5.2 節に示した値と同程度の 0.11～0.13 とした。軸力比の算定は、5.2.2
項および 4 章と同様に、モルタル･内鋼管および中詰め材を考慮して求めた。
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Fig. 5.14 試験体概要
Table 5.5 試験体一覧
Table 5.6 材料諸元値
(mm) (mm) (mm) (kN) (N/mm2) (N/mm2) (day) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2)
CL0 66 1250 0.12 117 46600 126 443 524 209000
CLT 108 1810 0.12 121 48600 64 524 597 206200
CLD 64 (98*) 1810 0.13 121 48600 64 524 597 206200
CLS 64 1250 0.11 (0.11) 121 48600 64 524 597 206200
CLC 65 1250 0.12 (0.10) 117 46600 126 443 524 209000
* The value includes the thickness of the concrete mortar and inner steel pile parts.
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5.3.3 試験装置および計測概要
Fig. 5.15に試験装置および計測概要を示す。詳細は、4.3.3項で示した内容と同様である。
Fig 5.15 試験装置および計測概要
5.3.4 試験方法および載荷サイクル
Fig. 5.16に載荷サイクルの概念図を示す。詳細は、4.3.4項で示した内容と同様である。
(a)荷重制御              (b)変位制御
Fig. 5.16 載荷サイクル概念図
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5.3.5 試験結果
(1) 曲げモーメントと部材角の関係
Fig. 5.17に曲げモーメント Mと部材角 Rの関係を示す。Mは、スタブ上面位置で算定した値、
Rは、載荷点にて計測した水平変位をスタブ上面から載荷点までの距離で除した値とした。図中
に、降伏値(降伏曲げモーメント: 白色三角印)、最大値(最大曲げモーメント: 白色丸印)、最大値
から 80 %まで低下した時の結果(灰色丸印)を示す。各試験体の 80 %部材角比は、試験体 CL0(標
準型): 1.01、試験体 CLT(厚型): 1.63、試験体 CLD(二重鋼管型): 1.84、試験体 CLS(中詰め材: ソイ
ルセメント): 1.28、試験体 CLC(中詰め材: コンクリート): 1.88である。また、「最大値から 80%
まで低下した時の部材角／降伏曲げモーメント時の部材角」の値は、試験体 CL0: 2.02、試験体
CLT: 3.22、試験体 CLD: 3.53、試験体 CLS: 2.33、試験体 CLC: 4.63となる。試験体 CL0のみは、
載荷荷重が最大値に達した直後から大幅に水平荷重が低下し、6δy (水平変位: 73.8 mm)で軸力保
持が困難となったため、載荷終了とした。その他の試験体は、10δyの変位段階を繰り返した後、
水平変位 200 mmまで載荷を行い、試験終了時まで導入した軸力が低下せず、保持されているこ
とを確認した。
Fig. 5.18に包絡線により曲げモーメント Mと部材角 Rの関係で比較した結果、Fig. 5.19に包
絡線により降伏曲げモーメント比 M／Myと部材角 Rの関係を比較した結果をそれぞれ示す。以
降で、各パラメータの試験結果の考察を行う。
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Fig. 5.17 曲げモーメントM－部材角 R 関係
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Fig. 5.18 曲げモーメントM－部材角 R 関係の比較 (包絡線) 
Fig. 5.19 降伏曲げモーメント比 M／My－部材角 R 関係の比較 (包絡線) 
-1.5
-1
-0.5
0
0.5
1
1.5
-100 -75 -50 -25 0 25 50 75 100
Be
nd
ing
 m
om
en
t, M
(M
N・
m)
Member angle, R (×10-3rad)
CLD
CLT
CL0
(a) 
-1.5
-1
-0.5
0
0.5
1
1.5
-100 -75 -50 -25 0 25 50 75 100
Member angel, R (×10-3rad)
CLC
CLD
CLT
CLS
(b)
-1.5
-1
-0.5
0
0.5
1
1.5
-100 -75 -50 -25 0 25 50 75 100
M 
/ M
y
Member angle, R (×10-3 rad)
CLD
CLT
CL0
(a)
-1.5
-1
-0.5
0
0.5
1
1.5
-100 -75 -50 -25 0 25 50 75 100
Member angle, R (×10-3 rad)
CLC
CLD
CLT
CLS
(b)
127 
① 中空部を残した改良方法の効果の比較
Fig. 5.17(a)～(c)より、試験体 CL0(標準型)の 80 %部材角比を基準とすると、曲げ変形性能の
向上効果は、試験体 CLT(厚型)が約 61 %、試験体 CLD(二重鋼管型)が約 82 %である。試験体 CL0
では、Mが最大値を示した後、急激に低下するのに対して、試験体 CLTでは、そのような低下
が抑えられていることが 80 %部材角比からも確認された。試験体 CLTは、R= 40／1000radを越
えたあたりで、M が大きく低下する結果となっている。杭の肉厚を厚くすることにより、耐力
低下の発生を抑えることは難しいが、その発生する R を大きくすることができ、曲げ変形性能
の向上効果が期待できる。試験体 CLDでは、Mが最大値を示した後、繰り返し載荷のたびに低
下しているが、その傾向は緩やかで、試験体 CL0 と比べても 80 %部材角比が大きくなってい
る。試験体 CLDでは、R= 40／1000radを越えた範囲においても、急激な耐力低下を抑える効果
があると考えられる。5.2節に示した試験体 SLD(二重鋼管型)では、荷重制御が不調であったた
め、二重鋼管による曲げ変形性能の向上効果を確認するに至らなかったが、試験体 CLDの結果
より、その効果が期待できるものと考えられる。
Fig. 5.18(a)より、最大曲げモーメントに関して、試験体 CLTと試験体 CLDとは同程度であり、
試験体 CL0と比べて大きい値となっている。一方で、Fig. 5.19(a)より、M／Myの最大値がいず
れも同程度の値であった。最大曲げモーメントに差が生じた理由としては、中詰め材の材料特
性の影響ではなく、杭体側(コンクリートおよび鋼管)の材料諸元値の差が考えられる。特に、外
殻鋼管の降伏応力度は、試験体 CL0が 443 N/mm2に対して、試験体 CLT, CLDが 524 N/mm2と
約 18 %大きいことから、最大曲げモーメントに影響を与えたものと考えられる。また、最大曲
げモーメントの差は、外殻鋼管の降伏応力度の差以上にあることから、試験体のディテールや
ひずみの計測位置と曲げモーメント算定位置(危険断面位置)との差等の影響も含まれていると
考えられる。
② 中空部を残した改良と中詰め材による補強の比較
Fig. 5.17(a)～(e)より、試験体 CL0(標準型)の 80 %部材角比を基準とすると、曲げ変形性能の向
上効果は、試験体 CLS(中詰め材: ソイルセメント)が約 27%、試験体 CLC(中詰め材: コンクリー
ト)が約 86%である。試験体 CLT(厚型)が試験体 CLS以上、試験体 CLD(二重鋼管型)が試験体 CLC
と同等であると考えられる。Mが最大値を示した後の低下の程度は、試験体 CLSが最も大きく、
次に試験体 CLT、試験体 CLD、試験体 CL0の順で小さくなり、80 %部材角比にもあらわれてい
る。
Fig. 5.18(b)より、最大曲げモーメントに関して、試験体 CLTおよび試験体 CLDよりも試験体
CLSが若干下回り、試験体 CLCが最も小さい値となっている。一方、Fig. 5.19(b)より、M／My
の最大値がいずれも同程度の値であった。最大曲げモーメントに差が生じた理由は、前項①と同
様と考えられる。
 以上のことから、杭の中空部をコンクリートや内鋼管などのより強い材料で補強することに
よって、降伏曲げモーメント比の最大値に大きな変化はないが、80 %部材角比にもあらわれてい
るように、最大曲げモーメントに達した後の耐力低下が抑制でき、繰り返しの曲げ応力による大
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きな軸方向変位の発生(ラチェット現象 6) )も抑制できている。同じ杭基礎である場所打ちコンク
リート杭とは異なり、SC杭のように中空断面部を持つ部材では、杭の肉厚を厚くしたり、内鋼
管を設置したりすることで、杭体コンクリートに杭内側からの拘束効果を与えることができた
と考えられる。さらに、その拘束効果により、大変形時においても、杭の円筒断面形状が保持さ
れ、変形性能が向上したと考えられる。
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(2) 曲げモーメントと曲率の関係
Fig. 5.20 に曲げモーメント M と曲率φの関係を示す。Mの算定位置は、スタブ上面から 75 
mm 上方の位置とし、φ の評価位置と同一とした。水平変位(部材角)が進んだ範囲においては、
スタブ面付近の試験体(鋼管)の座屈により軸方向ひずみが載荷途中までしか計測できていない
ため、図中には、計測することのできた範囲の結果を示している。
 解析値は、5.2 節と同様に、断面解析 2),3) により求めた。Fig. 5.21 に断面解析に用いた杭体コ
ンクリートの応力σ－ひずみε関係を示す。Fig. 5.21に示したσ－ε関係は、5.2節と同様に、
3 章で検討した外殻鋼管による外側からの拘束効果および杭体の肉厚の厚さによる杭内側から
拘束効果を考慮した解析モデル 4), 5) を用いて求めた。材料諸元値には、Table 5.5および Table 5.6
に示す値を用いた。
Table 5.7 および Fig. 5.22 に、各応力状態での解析値と実験値との比較結果一覧を示す。各応
力状態での解析値／実験値の値は、降伏曲げモーメント: 0.76～1.04、降伏曲げモーメント時の
φ: 0.91～1.14、最大曲げモーメント: 0.80～1.06、最大曲げモーメント時のφ: 0.78～1.49である。
Fig. 5.22(a), (b)より、試験体 CL0(標準型)および試験体 CLT(厚型)の解析値と実験値との比較結
果は、5.2.5 項(2)の同様の傾向を示した。試験体 CLT の最大曲げモーメント時の φのみは、解
析値／実験値 = 1.49 であり、他の試験体の比較結果と比べると差が大きい。しかしながら、解
析値の耐力変化の少ない領域での比較であることを考慮すると、解析値により実性能を評価で
きたと考えられる。Fig. 5.21(c)より、試験体 CLD(二重鋼管型)の解析値は、実験値の最大耐力お
よび最大耐力を保持する傾向を評価できている。5.2.5 項(2)に示した試験体 SLD(二重鋼管型)で
は、解析値と実験値との間に傾向の差が生じていたが、試験体 CLDにおいては、解析値により
実験値を評価できることが確認された。
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Fig. 5.20 曲げモーメントM－曲率φ 関係
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Fig. 5.21 杭体コンクリートの応力σ－ε 関係
Table 5.7 解析値と試験の比較結果一覧
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(3) 軸方向変位と部材角の関係
Fig. 5.23 に各試験体の軸方向変位 δvと部材角 R の関係を示す。δvは載荷点位置にて計測した
値、R は載荷点位置にて計測した水平変位をスタブ上面から載荷点までの距離で除した値とし
た。δvの符号は、正が試験体の伸び側、負が試験体の縮み側を表している。試験体 CL0(標準型)
の 6δy時(載荷終了: 水平変位 73.8 mm)の δvは、-9.4 mmである。試験体 CL0と他の試験体とを
同一条件で δvを比較するため、試験体 CL0 の 6δy時と同一水平変位で、繰り返し載荷の正 1 回
目の δvを取り出すと、試験体 CLT(厚型): -0.8 mm、試験体 CLD(二重鋼管型): -0.9 mm、試験体
CLS(中詰め材: ソイルセメント): -2.5 mm、試験体 CLC(中詰め材: コンクリート): 0.9 mmである。
以降で、各パラメータの試験結果の考察を行う。
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Fig. 5.23 軸方向変位 δv－部材角 R 関係
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① 中空部を残した改良方法の効果の比較
Fig. 5.23(a)～(c)より、試験体 CL0(標準型)の 6δy時の δvを基準とすると、試験体 CLT(厚型)で
は約 9%、試験体 CLD(二重鋼管型)では約 10%に δvが軽減されることが確認された。また、試験
体 CLTは、試験体 CL0と同様に、負側へ δvが急激に進行する結果となった。それが始まる Rに
ついては、試験体 CL0が R= 20／1000 rad、試験体 CLTが R= 40／1000 radである。これは、Fig. 
5.16(a), (b)において、曲げモーメントが急激に低下した Rと一致しており、最大曲げモーメント
後、繰り返し荷重による最外縁コンクリートの圧壊が内側へ進行し、試験体 CL0が R= 20／1000 
rad, 試験体 CLT が R= 40／1000 radにおいて、曲げモーメントが急激に低下したものと考えら
れる。杭の肉厚を厚くすることにより、最終的に大きな δvを抑えることは難しいものの、その
発生する Rを大きくすることができると考えられる。一方、試験体 CLDの δvは、ほぼ一定値を
保っており、R= 50／1000 radにおいて δv= -3.7 mmであり、試験体 CL0, CLTと比べても δvが小
さく抑えられている。
② 中空部を残した改良と中詰め材による補強の比較
Fig. 5.23(a)～(e)より、試験体 CL0(標準型)の 6δy時の δvを基準とすると、試験体 CLS(中詰め材: 
ソイルセメント)では約 27 %に δvが軽減されることが確認された。試験体 CLC(中詰め材: コン
クリート)については、0 %に近い値まで δvが軽減されたものと考えられる。また、①で述べたよ
うに試験体 CLTで負側へ δvが急激に進行したのに対して、試験体 CLSでは R= 30／1000 rad ま
で大きな進行は見られない。しかしながら、R= 40／1000rad を越えたあたりから繰り返し載荷
を受けるたびに徐々に負側へ δvが進行する。試験体 CLCの δvは、試験体 CLDと同様にほぼ一
定値を保っており、全体的に試験体 CLD よりも δvが小さく、R= 50／1000 rad において δv= -
0.5mm である。①で述べたような改良方法を二重鋼管にした場合に得られる δvの低減効果が中
詰め材にコンクリートを用いた場合においても確認された。
 ここで、試験体 CLSの δvに見られる様子は、軸方向に定常応力が作用する条件下で、塑性変
形を伴う曲げ応力が繰り返し作用することによって次第に軸方向の永久変位が生じるラチェッ
ト現象 6)によるものと考えられる。試験体 CLT においても最後の数ステップでその現象が見ら
れる。
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(4) 破壊状況
Fig. 5.24 に試験終了後の外観状況(試験体 CLT(厚型))を示す。いずれの試験体もスタブ面付近
で鋼管の座屈が発生していたことから、代表として試験体 CLT を示す。杭体コンクリートの破
壊状況の確認のため、4章と同様に載荷終了後に Fig. 5.24の破線範囲(最終加力時の圧縮側)の鋼
管を Fig. 5.25 に示した円周 1／4 に渡って切断し、取り外した。Fig. 5.26～5.28 に試験体 CLT, 
CLDの試験終了後の破壊状況を示す。
 本試験においては、圧壊したコンクリート片を取り除いた後、スケールを用いて杭表面から法
線方向に圧壊深さ(鋼管厚 6 mm を除く)の概略値を測定した。圧壊深さは、試験体 CL0 が約 60 
mm、試験体 CLTが約 70 mm、試験体 CLDが約 40 mmである。試験体 CL0は、他の試験体と比
べて、繰り返し載荷が 6δyまでと小さく、最終的に与えた水平変位も小さいにも関わらず、圧壊
深さが杭中空部まで達している。一方、試験体 CLT, CLDは、繰り返し載荷を 10δyまで行ってお
り、最終的に与えた水平変位が 200 mmであるが、圧壊深さが杭の肉厚内に収まっている。試験
体 CL0 のみは、最終的に与えた水平変位が異なるため、他の試験体と単純に比較することは難
しいが、軸力比: 0.11～0.13 において、杭の肉厚を厚くする方法および杭の中空部に内鋼管を設
置する方法により、圧壊深さを軽減する効果があると考えられる。
Fig. 5.24 試験終了後の外観状況(試験体 CLT: 厚型) 
Fig.5.25 鋼管切断範囲
Compression side Tension side 
Range of cutting 
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(a) 全体図             (b) 拡大図
Fig. 5.26 試験体の破壊状況 (試験体 CL0 (標準型)) 
(a) 全体図             (b) 拡大図
Fig. 5.27 試験体の破壊状況 (試験体 CLT (厚型)) 
(a) 全体図             (b) 拡大図
Fig. 5.28 試験体の破壊状況 (試験体 CLD (二重鋼管型)) 
137 
5.3.6 まとめ
 既製コンクリート杭の施工面を考慮し、杭の中空部を残した杭の変形性能を向上させる改良
方法(杭の肉厚を厚くする方法(厚型)、杭の中空部に鋼管を設置する方法(二重鋼管))が、曲げ変形
性能、軸方向変形および最終の破壊状況に与える影響の確認を目的として、片持ち梁方式による
曲げせん断試験を行った。また、4章にて杭の変形性能の向上に対して有用性を示した中詰め材
を用いた補強方法との比較も行い、検討した改良方法の妥当性の確認を行った。その結果、以下
に示す知見を得た。
1) 標準型と比べて、杭体コンクリートの肉厚を厚くすることにより、最終的な軸方向変位を抑
えることは難しいものの、急激な軸方向変位が始まる部材角を大きくすることができる。曲
げ変形性能を 80 %部材角比で評価すると、杭体コンクリートの肉厚を厚くすることで約
61 %の曲げ変形性能の向上効果が確認された。
2) 杭体コンクリートの肉厚を厚くすることによる変形性能の向上効果は、中詰め材にコンク
リートを用いた補強よりも劣るものの、中詰め材にソイルセメントを用いた補強と同等以
上である。
3) 標準型と比べて、二重鋼管とすることにより、中詰め材を用いて補強した場合と同様に最大
曲げモーメントに大きな変化はないが、最大曲げモーメントに達した後の耐力低下を抑制
でき、繰り返しの曲げ応力による大きな軸方向変位の発生も抑制できる。曲げ変形性能を
80 %部材角比で評価すると、二重鋼管とすることで約 82 %の曲げ変形性能の向上効果が確
認された。
4) 二重鋼管とすることによる変形性能の向上効果は、中詰め材にコンクリートを用いた補強
と同程度である。
5) 外殻鋼管および杭の中空部の影響を考慮した解析手法により、中空部を残した杭の曲げモ
ーメントと曲率の関係をおおむね評価することができる。
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第 6章 結論 
6.1 本研究で得られた結論
 本研究では、地震時に曲げモーメントや変形の大きくなる杭頭周辺(上杭)において、既製コン
クリート杭の中でも多くの場合で用いられる SC 杭を対象とし、構造実験を行うことで現状の杭
の変形性能を確認した。また、杭の変形性能を評価するため、外殻鋼管による外側からだけでな
く杭の肉厚(中空部の大きさ)による杭内側からの杭体コンクリートの拘束効果を考慮した解析
モデルについて検討した。そして、杭中空部の補強方法および改良方法を検討し、それらの方法
が杭の変形性能向上に与える効果を実験により確認し、そのメカニズムについて考察した。本研
究で得られた成果を章ごとに整理し、結論を示す。
(1) 序論
1 章において、現在、基礎構造に対しては、二次設計(大地震時に対する設計)の法的義務がな
く、多くの建物では、一次設計(中小地震に対する設計)のみが行われており、杭基礎の二次設
計を行う場合も一般化された設計法が確立されていないことや杭基礎の二次設計の社会的要望
があることを示した。既往研究の紹介し、設計を行う上で基本となる部材(杭)の性能に関して
は、大地震時の変形性能が明らかでなく、実験および研究データが不十分であることを示し
た。そして、本研究の目的を明確にし、既製コンクリート杭の中でも SC 杭を研究の対象とし
たことや現状の SC 杭の性能確認を行うこと、変形性能を向上させる補強方法および改良方法
を検討することなどを示した。
(2) 現状の杭の強度特性および変形特性の調査と分析
2 章において、日本建築センターの基礎評定「外殻鋼管付きコンクリートくい評定」の取得の
ため、ジャパンパイル社にて実施された杭の曲げ試験の実験値をもとに、現状の SC 杭の強度特
性および変形特性の確認を行った。また、一般的に用いられている解析モデルから得られる解析
値と実験値との比較を行った。
 その結果、公称値から求めた解析値(降伏および終局曲げモーメント) は、いずれの試験体に
おいても実験値を下回ることがわかった。設計を行う上で、公称値から求めた解析値を用いるこ
とは、杭の強度特性を安全側に評価となることを示した。材料試験値から求めた解析値(降伏お
よび終局曲げモーメント) は、全体として実験値と近似し、一般的に用いられる解析モデルによ
り杭の強度特性を評価できることがわかった。また、終局曲げモーメント時の曲率を解析値にて
評価する上で、杭体コンクリートの終局ひずみ= 0.003 とすることは過小評価、終局ひずみ= 0.005
とすることは過大評価となる恐れがあることがわかった
(3) 杭中空部を考慮した解析モデルの検討
3 章において、外殻鋼管による外側からだけでなく杭の肉厚(中空部の大きさ)による杭内側か
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らの杭体コンクリートの拘束効果を考慮した解析モデルを検討した。
 その結果、検討した解析モデルにより、外殻鋼管による外側からの拘束効果だけでなく、杭
体の肉厚による杭内側から拘束効果の影響した杭体コンクリートの応力とひずみの関係を求め
ることができることがわかった。また、慣例的に用いられていた杭体コンクリートの終局ひず
みの値を一意的に定めることができることを示した。
(4) 杭中空部に中詰めした効果の検討
4 章において、各パラメータが杭の曲げ変形性能に与える影響を確認することを目的とし
て、2 種類の載荷方式で試験(単純梁方式による曲げ試験、片持ち梁方式による曲げせん断試験)
を実施した。各パラメータの中でも、杭中空部を中詰め材を用いて補強したことによる変形性
能の向上効果の確認をおもな目的として、実験を行った。
 その結果、載荷パターン(一方向繰り返し載荷、正負交番繰返し載荷)により、得られる実験値
(最大曲げモーメントおよび最大曲げモーメント時の曲率)が異なり、一方向繰り返し載荷では、
正負繰り返し載荷よりも曲げモーメントおよび最大曲げモーメント時の曲率が大きくなること
がわかった。中詰め材を用いて杭の中空部を補強することで、鋼管の陥没や杭体コンクリートの
剥落および圧壊を抑えることができ、杭の曲げ変形性能の向上効果および軸方向変位の軽減効
果が期待できることがわかった。中詰め材には、圧縮強度およびヤング係数の大きい材料を用い
た方がその効果が高いことがわかった。また、中詰め材を用いて補強した試験体に対して、3 章
で検討した解析モデルにより、曲げモーメントと曲率の関係をおおむね評価することができる
ことを示した。
(5) 杭中空部を残した改良方法の検討
5 章において、施工面での自由度を確保するために、杭の中空部を残した杭の変形性能を向上
させる改良方法を検討した。4 章で示した 2 種類の載荷方式にて、検討した改良方法の変形性能
の向上効果の確認を目的として、実験を行った。
 その結果、標準型と比べて、杭体コンクリートの肉厚を厚くすること(厚型)により、最終的な
軸方向変位を抑えることは難しいものの、急激な軸方向変位が始まる部材角を大きくすること
ができることがわかった。標準型と比べて、二重鋼管とすること(二重鋼管型)により、最大曲げ
モーメントに達した後の耐力低下を抑制でき、繰り返しの曲げ応力による大きな軸方向変位の
発生も抑制できることがわかった。曲げ変形性能に関して、厚型は中詰め材にソイルセメントを
用いた補強と同等以上、二重鋼管型は中詰め材にコンクリートを用いた補強と同程度であるこ
とがわかった。また、厚型および二重鋼管型の試験体に対しても、3 章で検討した解析モデルに
より、曲げモーメントと曲率の関係をおおむね評価することができることを示した。
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6.2 今後の課題
SC 杭の変形性能向上に関する検討を行い、6.1 節に示す知見を得た。しかしながら、検討す
べき課題も残されている。例えば、実際の杭基礎で使用されている範囲(杭外径や鋼管厚、軸力
比)を考えると、実験および解析で確認できた範囲は、その一部である。また、中詰め材(ソイ
ルセメント、コンクリート)による補強方法および中空部を残した改良方法(厚型、二重鋼管型)
の有用性を示したが、用いた材料の強度特性や形状寸法が限定的である。今後、パラメータス
タディを積み重ねることにより、残された課題が明確にされることが望まれる。
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